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１ （介護予防）短期入所生活介護の概要 

                                    
【設置根拠】 

介護保険法第 70 条（指定居宅サービス事業の指定） 

老人福祉法第 14 条 

 

【基本方針】 

〇指定短期入所生活介護 

「短期入所生活介護」の事業とは、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常

生活の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の家族の

身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければなりません。 

 対象者は、心身の状況や家族の病気、冠婚葬祭、出張等のため、または家族の身体的精神的

な負担軽減等を図るため、一時的に在宅での日常生活に支障がある要介護者等となります。概

ね 4 日以上継続して入所する利用者については、サービスの目標や具体的内容を定めた短期入

所生活介護計画に基づきサービスを提供されることになります。 

（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11年 3月 31 日厚生省

令第 37 号。第 120 条） 

  

〇指定介護予防短期入所生活介護 

この事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができ

るよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことによ

り、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すも

のでなければなりません。 

（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年 3 月 14 日厚生労働省令第 35

号。第 128 条） 
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２ 届出（変更）の手続きについて 
                                  

（1）介護保険法に基づく変更届出 

  

 １変更事項の種類 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２提出期限 

  所定の事項に変更があったときから 10 日以内に、その旨を都道府県知事に届出なければ

ならない。（介護保険法第 99条） 

 

３ 提出先 

  （介護予防）短期入所生活介護（佐賀中部広域連合管内）：佐賀中部広域連合 

  （介護予防）短期入所生活介護（佐賀中部広域連合以外）：佐賀県 

 

４ 添付書類 

 

（１） 事業所（施設）の名称 

① 変更届書（様式第 3号） 

（1）事業所（施設）の名称 

（2）事業所（施設）の所在地 

（3）事業（開設者）の名称・主たる事務所の所在地 

（4）代表者（開設者）の氏名、生年月日並びに住所及び職名 

（5）登記事項証明書・条例等 

（当該事業に関するものに限る。） 

（6）事業所（施設）の建物の構造、専用区画等 

（7）事業所（施設）の管理者の氏名及び住所 

（8）運営規程 

（9）協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関 

（10）事業実施形態 

（11）入院患者又は入所者の定員 

（12）役員の氏名、生年月日及び住所 
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② 運営規程（変更前及び変更後） 

 

（２） 事業所（施設）の所在地 

① 変更届出書（様式第 3 号） 

② 平面図（参考様式③） 

③ 登記簿謄本または賃借料契約書（どちらか一方で可） 

④ 建築基準法及び消防法に適合していることが確認している書類 

⑤ 運営規程 

⑥ 写真（敷地や建物の全体の写真） 

 

（３） 事業（開設）者の名称・主たる事務所の所在地 

① 変更届書（様式第 3号） 

② 登記履歴事項証明書、登記簿謄本または賃借料契約書（どちらか一方で可） 

 

（４） 代表者（開設者）の職・氏名、生年月日及び住所 

① 変更届書（様式第 3号） 

② 誓約書（参考様式⑨-１） 

③ 役員名簿（参考様式⑨-２） 

④ 登記履歴事項証明書もしくは理事会・株式総会等の議事録（どちらか一方で可） 

 

（５） 登記事項証明書･条例等（当該事業に関するものに限る。） 

① 変更届書（様式第 3号） 

② 登記履歴事項証明 

 

（６） 事業所(施設)の建物の構造､専用区画等 

① 変更届書（様式第 3号） 

② 平面図（参考様式③） 

③ 建築基準法及び消防法に適合していることが確認している書類 

④ 写真（変更した建物の写真） 

 

（７） 事業所（施設）の管理者の氏名及び住所 

 ① 変更届書（様式第 3 号） 

 ② 勤務表（参考様式①） 

 ③  組織図 

 ④ 経歴書（参考様式②） 

 ⑤ 誓約書（参考様式⑨-1） 



- 4 - 
 

 ⑥ 役員名簿（参考様式⑨-2） 

 ⑦ 資格証の写し  

 

（８） 運営規程 

① 変更届出書（様式第 3 号）  

    ② 協力医療・歯科機関との契約書 

 

  （９）事業実施形態 

   ①  変更届出書（様式第 3 号） 

②  運営規程（変更前及び変更後：変更箇所に色を付けてください） 

    

  （10）協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関 

    ① 変更届出書（様式第 3 号） 

    ② 協力医療・歯科機関との契約書 

 

  （11）入院患者又は入所者の定員 

    ① 変更届出書（様式第 3 号） 

    ② 運営規程 

 

 （12）役員の氏名、生年月日及び住所 

① 更届書（様式第 3 号） 

② 誓約書（参考様式⑨-１） 

③ 役員名簿（参考様式⑨-２） 

④ 理事会・株式総会等の議事録（どちらか一方で可） 

 

（1）老人福祉法に基づく届出 

 １ 内容 

  （介護予防）短期入所生活介護（老人短期入所事業）の開始、変更、廃止（休止）を行う 

ときは佐賀県に届け出るものである。 

  1）（介護予防）老人居宅生活支援事業（併設） 

  2）（介護予防）老人短期入所事業（単独） 

 

  1）老人居宅生活支援事業 

   一 事業の種類及び内容 

   二 経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地） 

   三 条例、定款その他の基本約款 
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   四 職員の定数及び職務の内容 

   五 主な職員の氏名及び経歴 

   六 事業を行おうとする区域（市町の委託を受けて事業を行おうとする者にあっては、 

     当該市町の名称を含む） 

   七 老人短期入所事業を行うものは、当該事業の用に供する施設、サービスの拠点又は 

     住所の名称、種類、所在地及び入所定員、登録定員又は入居定員（老人デイサービス 

     事業に係るものを除く） 

   八 事業開始の予定年月日 

   九 添付資料   収支計画書、事業計画書 

 

2）老人デイサービスセンター等設置届  

   一 施設の名称、種類及び所在地 

   二 建物の規模及び構造並びに設備の概要 

   三 職員の定数及び職務の内容 

   四 施設の長その他主な職員の氏名及び経歴 

   六 事業を行おうとする区域（市町の委託を受けて事業を行おうとする者にあっては、 

     当該市町の名称を含む） 

   七 老人短期入所施設にあっては入所定員 

   八 事業開始の予定年月日 

   九 添付資料    

 ・地及び建物に係る権利関係を明らかにすることができる書類 

 ・該市町の区域外に設置しようとする場合にあっては、その施設を設置しようと 

  する区域市町の同意書 

 ・定款その他基本約款（法人の場合に限る） 

２ 提出期限 

変更があったとき 
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３ 人員に関する基準 
                                  

人員に関する基準                             

１．単独型・併設型の短期入所生活介護 

職種 資格 必要人数 

管理者 ― 1 人（常勤であり、かつ原則として専ら管理業務に従事） 

※ただし、短期入所者生活介護事業所の管理上支障がない場合は、当該事

業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとします。 

 

医師 

 

医師 1 人以上 

生活相談員 社会福祉主事、

社会福祉士、精

神保健福祉士、

介護福祉士、 

（准）看護

師、介護支援

専門員 

常勤換算方法で、利用者の数が 100 又はその端数を増すごとに 1 人以上 

・1 人は常勤であること 

※ただし、利用定員が 20 人未満である併設事業所の場合にあっては常勤

で配置しない事ができる。 

 

管理者は常勤であり、かつ原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものです。ただし、以下

の場合であって当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとし

ます。 

① 当該短期入所生活介護事業所の短期入所生活介護事業者としての職務に従事する場合。 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理業務に支障がないと認め

られる範囲内に他の事業所、施設等がある場合に、当該他の事業所、施設等の管理者または従業

者としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問いませんが、

例えば、併設される訪問系サービスの事業所のサービス提供を行う事業者との兼務は一般的には

管理業務に支障があると考えられますが、訪問系サービス事業所における勤務時間が極めて限ら

れている職員の場合には例外的に認められる場合もあり得ます。 

現に当該施設においてヘルパー1 級を基礎資格として生活相談員に従事

する者については、当該施設で引き続き勤務する場合に限り、生活相談員

に従事することができるものとする。 
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看護職員及び

介護職員 

看護師 

准看護師 

― 

①看護職員及び介護職員の計 

・常勤換算で、利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上 

・利用定員が 20 人未満である併設事業所の場合は、介護職員及び看護職

員のいずれも配置しない事ができる 

・看護職員を配置しなかった場合であっても、利用者の状態像に応じて必

要がある場合には、病院、診療所または指定訪問看護ステーション（併設

事業所にあっては、当該併設事業所を併設する特別養護老人ホーム等）と

の密接な連携により看護師を確保すること 

 

②ユニット型の短期入所生活介護事業所においては、①に加え以下の配

置を満たすこと 

・昼間（日勤）の時間帯においては、ユニットごとに常時 1 以上の 

介護職員又は看護職員を配置 

・夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は

看護職員を配置 

 

機能訓練指導

員 

理学療法士 

作業療法士 

言語聴覚士 

看護職員 

柔道整福祉士 

あん摩マッサ

ージ指圧師 

はり師（※） 

きゅう師（※） 

1 人以上 

☆なお、看護体制加算を算定する場合であって、看護職員が機能訓練指導

員を兼務する場合は、看護職員と機能訓練指導員として従事した時間をそ

れぞれ按分すること。 

 

※はり師、きゅう師は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、

柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員

を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有す

る者を指す 

栄養士 栄養士 1 人以上 

調理員その他

の従業者 

― 当該指定短期入所生活介護事業所の実情に応じた適当数 

 

 

※ユニットリーダーの経過措置 

当面は、①研修受講者を各施設に 2 名以上配置すること（ただし、２ユニット以下の施設の場合には、一

人でよいこととする） 

②受講者がいないユニットではユニットケアに関する責任者（ユニットリーダー）を決めることで足りる。 

この場合、研修受講者は、研修で得た知識等について、リーダー研修を受講していないユニットの責任者

に伝達するなど、当該施設におけるユニットケアの質の向上の中核となることが求められる。 

また、ユニットリーダーについて必要とされる研修受講者の数には、当面はユニットリーダー以外の研修

受講者であって、研修を受講していないユニットリーダーに対して研修で得た知識を伝達するとともに、

ユニットケアに関して指導及び助言を行うことができるものを含めて差し支えない。 

 →この場合、ユニットリーダーを勤務表に明記すること。 
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☆本体施設との兼務について 

・管理者、 医師、栄養士及び機能訓練指導員については、併設本体施設に配置されている場合であって、当

該施設の事業に支障を来さない場合は兼務させて差し支えない。 

・生活相談員、介護職員及び看護職員の員数については、併設されているのが特別養護老人ホームである場合

には、特別養護老人ホームとして確保すべき員数と指定短期入所生活介護事業所として確保すべき員数の合

計を特別養護老人ホームの入所者と併設事業所の利用者の数と合算した数について、常勤換算の方法により

必要とされる従業者の数とする。 

 

 

２．空床型の短期入所生活介護 

 短期入所生活介護利用者を特別養護老人ホームの入所者とみなした場合における同法に規定する特別養護老

人ホームとして必要とされる数以上 

（参考）人員配置の例 

例）本体施設  介護老人福祉施設 利用者５０名 

   併設事業所 短期入所生活介護 利用者２０名の場合の職員配置 

 

管理者         １人（常勤・本体施設との兼務可） 

  生活相談員      （50＋20）＝100 人以下⇒ 常勤で１名 

 介護職員又は看護職員 （50＋20）÷3＝常勤換算方法で２３．３を越える配置   

※なお、看護職員については、施設と併設事業所における確保すべき看護職員の数は 

別々に考える。 

介護老人福祉施設・・・・常勤換算方法で 2 人以上（※うち１人は常勤） 

    短期入所生活介護 ・・・常勤で１名以上配置 

 

  介護支援専門員     常勤で１名（短期入所生活介護事業所には配置の義務はない） 

  栄養士又は管理栄養士  １人以上（本体施設と兼務可） 

機能訓練指導員     １人以上（本体施設と兼務可） 

  医師          １人以上（本体施設と兼務可） 
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３.夜勤職員の配置  

＊夜勤体制による減算について 

 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については、ある月（歴月）において以下のいずれかの事

態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全員について、所定単位数（１００分の９７）が減算され

ることとする。 

イ）夜勤時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する１６時間を言い、原則と

して事業所又は施設ごとに設定するものとする。）において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める

員数に満たない事態が２日以上、連続して発生した場合。 

夜勤職員の基準（満たさない場合は減算） 

 

 

 

単

独

型 

単独型 利用者数 夜勤を行う介護職員・看護職員数 

25 以下 １以上 

26 以上 60 以下 ２以上 

61 以上 80 以下 ３以上 

81 以上 100 以下 ４以上 

101 以上 ４に利用者数が 100 を超えて 25 または端数を増

すごとに 1 を加えた数以上 

単独型ユニット型 2 のユニットごとに夜勤を行う介護職員または看護職員数が 1 以上 

 

 

 

 

 

 

 

併

設

型 

 

特別養護老人ホームの空床利

用及び併設事業所のうち、併

設本体施設が指定介護老人福

祉施設・地域密着型介護老人

福祉施設であるもの 

利用者数＋入所者数 夜勤を行う介護職員・看護職員数 

25 以下 １以上 

26 以上 60 以下 ２以上 

61 以上 80 以下 ３以上 

81 以上 100 以下 ４以上 

101 以上 ４に利用者数＋入所者数が１００を超えて２５ま

たは端数を増すごとに１を加えた数以上 

上記以外の併設事業所 

 

利用者数 併設本体施設として必要とされる夜勤を行う介護

職員・看護職員数に加えて 

25 以下 １以上 

26 以上 60 以下 ２以上 

61 以上 80 以下 ３以上 

81 以上 100 以下 ４以上 

101 以上 ４に利用者数が１００を超えて２５または端数を

増すごとに１を加えた数以上 

併設型ユニット型短期入所生

活介護費 

２のユニットごとに夜勤を行う介護職員または看護職員数が１以上 

ユニット型以外とユニット型

が併設されている場合 

以下の要件を満たす場合には、夜勤職員の兼務が可能 

・短期入所生活介護事業所と特別養護老人ホームが併設されていること 

・夜勤職員１人あたりの短期入所生活介護事業所（ユニット型以外）と

特養（ユニット型）の利用者数の合計が 20 人以下であること（ユニット

型以外とユニット型が逆の場合も同様） 
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ロ）夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が４日以上発生

した場合。 

 

 

 

【用語一覧】 

「常勤」 

 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時

間数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）に達していることをいうものである。ただし、

母性健康管理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者につ

いては、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が

勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並

行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が

常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭和 22 年法律第

49 号）第 65 条に規定する休業（以下「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休

業法第２条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護休業

（以下「介護休業」という。）、同法第 23 条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第

24 条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度

に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期間において、

当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算

することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

 

「常勤換算法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時

間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の

従業者の員数に換算する方法をいうものである。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第

113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護

休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間の短縮等の

措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、

30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たした

ものとし、１として取り扱うことを可能とする。 
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「勤務延時間数」 

 勤務表上、当該指定介護福祉施設サービスの提供に従事する時間として明確に位置づけられている

時間の合計数とする。なお、従業員 1 人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は当該

施設において常勤の従業者が勤務すべき時間数を上限とすること。 

 

「専ら従事する」 

 原則としてサービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいうもので

ある。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該サービスに係る勤務時間をいうもので

あり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。 

 

「利用者の数」 

利用者の数は前年度の平均値（但し、新規に指定を受ける場合は推定数） 

 

「前年度の平均値」 

 当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年 3 月 31 日をもって終わる年度とする）の全利用者

数等の延べ数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数等の算定に当たって

は、小数点第 2 位以下を切り上げるものとする。 
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４ 運営に関する基準 
                                  

運営に関する基準                            

（居宅サービス基準第１２５条から第１４０条まで並びに介護予防サービス基準第１３３条から

第１５０条まで） 

１．指定短期入所生活介護の具体的取扱方針（第 128 条） 

 指定短期入所生活介護事業者は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等

利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当適切に行わなければならない。 

２ 指定短期入所生活介護は、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者については、次条第 1 項に規定

する短期入所生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行わなければならない。 

３ 短期入所生活介護従業者は、指定短期入所生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又は

その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければならない。 

４ 短期入所生活介護事業者は、指定短期入所生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

（以下「身体的拘束等」という）を行ってはならない。 

５ 短期入所生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

短期入所生活介護の利用者については、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するために緊急や

むを得ない場合を除き、身体拘束を行ってはならない。 

  この場合の「緊急やむを得ない場合」ついては以下の３つの原則全てを満たす必要がある。 

 ①「 切 迫 性 」 利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高い

場合 

②「非代替性」 身体拘束を行う以外に代替する介護方法がない場合 

         安易に身体拘束を行うのではなく、まずは、身体拘束を行わずに介護する全ての方法の可

能性を検討する必要がある。 

         また、拘束の方法自体も、本人の状態に応じて最も制限の少ない方法により行うこと。 

③「 一 時 性 」 身体拘束による行動制限が一時的なものである場合 

         本人の状態等に応じて必要とされる最も短い拘束時間で身体拘束を行うこと。 

○身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録すること。 

○身体拘束を開始する際には身体拘束が必要な理由や身体拘束の方法（部位や行為）、 

拘束の時間等について利用者又は家族に対して説明し、同意を得ること。 

６ 指定短期入所生活介護事業者は、自らその提供する指定短期入所生活介護の質の評価を行い、常にその改

善を図らなければならない。 
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☆ユニット型短期入所生活介護の取扱方針（第 140 条の 7） 

 指定短期入所生活介護は、利用者がその有する能力に応じて、自らの生活習慣に沿って自律的な日常生活

を営むことができるようにするため、利用者の日常生活上の活動について必要な援助を行うことにより、利

用者の日常生活を支援する者として行わなければならない。 

 

・利用者へのサービスの提供にあたっては、利用前の居宅における生活と利用中の生活が連続したものとな

るよう配慮することが必要である。 

・従業者は一人一人の利用者について、個性、心身の状況、利用に至るまでの生活歴とその中で培われてき

た生活様式や生活習慣を具体的に把握したうえで、その日常生活上の活動を適切に援助しなければならな

い。 

 

２ 指定短期入所生活介護は、各ユニットにおいて利用者がそれぞれの役割をもって生活を営むことがで

きるよう配慮して行わなければならない。 

  

・利用者へのサービスの提供は、利用者がユニットにおいて相互に社会的関係を築くことができるよう、

それぞれ役割をもって生活を営めるように配慮して行わなければならない。 

・従業者は利用者相互の信頼関係が醸成されるよう配慮することが必要であるが、同時に、利用者が他の

利用者の生活に過度に干渉し、自律的な生活を損なうことにならないようにすることにも配慮が必要で

ある。 

３ 指定短期入所生活介護は、利用者のプライバシーの確保に配慮して行わなければならない。 

４ 指定短期入所生活介護は、利用者の自立した生活を支援することを基本として、利用者の要介護状態

の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を常に把握しながら適切に行われなければな

らない。 

以下第 5 号～第 8 号略 

 

2．指定介護予防短期入所生活介護の基本取扱方針（介護予防サービス基準第 143 条） 

指定介護予防短期入所生活介護は、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われな

ければならない。 

指定介護予防短期入所生活介護事業者は、自らその提供する指定介護予防短期入所生活介護の質の評価を行

うとともに、主治の医師又は歯科医師とも連携を図りつつ、常にその改善を図らなければならない。 

  指定介護予防短期入所生活介護事業者は、指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たり、利用者ができる

限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とするものであ

ることを常に意識してサービスの提供に当たらなければならない。 

 

3．指定介護予防短期入所生活介護の具体的取扱方針（介護予防サービス基準第 144 条） 

 主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心

身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況を的確に把握し、介護予防短期入所生活介護

計画を作成しなければならない。 

計画はアセスメントに基づき介護予防短期入所生活介護の目標を明確にし、当該目標を達成するための具体

的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等を明らかにすること。 
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  介護予防短期入所生活介護計画の目標や内容等について、利用者又は家族に、理解しやすい方法で説明し、

同意を得て交付をしなければならない。 

 

4．短期入所生活介護計画の作成（第 129 条、予防第 144 条） 

 

5．利用料等の受領（第 127 条、予防第 135 条） 

 第 127 条第 1 項及び第 2 項省略 

３ 指定短期入所生活介護事業者は、前 2 項の支払いを受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払いを

利用者から受けることができる。 

 一 食事の提供に要する費用 

 

  

 

 

 

・適切な方法により、利用者について、その有する能力、置かれている環境等を 

通じて利用者が現に抱えている問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を 

営むことができるよう支援する上で解決すべき課題を把握すること。 

  

 

③ 短期入所生活介護計画作成  

・既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成（第 16 条） 

・基準第 128 条第 2 項において「相当期間以上」とは、概ね４日以上連続して利用する場合を指すことと 

なっているが、定期的に短期入所生活介護を利用する利用者に対しては、連続４日未満の利用であっても

短期入所生活介護計画の作成をお願いしたい。 

（（例）週末の土曜日、日曜日に定期的に短期入所生活介護を利用する利用者等） 

 

 

④ 管理者による利用者又は家族への説明・同意  

 

 

⑤ 利用者又は家族への短期入所生活介護サービス計画の交付  

    

 

⑥ サービスの提供  

 

 

⑦ 短期入所生活介護サービス計画の実施状況の評価  

  ・短期入所生活介護計画の目標、サービスの実施状況等の評価を行い、利用者の日々の介護状態に 

合わせて計画等の変更を行うこと。 

①利用者からの相談 

②アセスメント 

計画作成者・・・ 

介護の提供に係る計画等の作成に関し経験のある者、豊富な知識及

び経験を有する者、介護支援専門員の資格を有する者いる場合はそ

のものに計画をとりまとめさせることが望ましい 
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 二 滞在に要する費用 

 三 厚生労働省の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる費

用 

 四 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

 五 送迎に要する費用 

 六 理美容代 

 七 前各号に掲げるもののほか、指定短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても

通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの 

４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 指定短期入所生活介護事業者は、第 3 項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、 

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、

利用者の同意を得なければならない。ただし、同項第一号から第四号まで掲げる費用に係る同意については、

文書によるものとする。 

 

特別なサービス等の費用 日常生活費 その他の日常生活費 

○特別な居室の提供に伴う費用 

○特別な食事の提供に伴う費用 

○送迎費 

（利用者の状態や家族の事情から保険対象

となる場合を除く） 

食費 

滞在費 

理美容代 

身の回り品の費用 

教養娯楽費 

 

6．勤務体制の確保等（第 101 条 予防第 142 条準用第１２０条の 2） 

指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対し適切な指定短期入所生活介護を提供できるよう、指定短期入所

生活介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、指定短期入所生活介護事業所ごとに、当該指定短期入所者生活介護の従業

者によって、指定短期入所者生活介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさ

ない業務については、この限りではない。 

３ 指定短期入所生活介護事業者は、短期入所生活介護の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなけれ

ばならない。 

４ 指定短期入所生活介護事業者は、適切な指定通所介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性

的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより指定短

期入所生活介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

7．掲示（第 140 条準用第 32 条、予防第 142 条準用第５３条の 4） 

 指定短期入所生活介護事業者は、指定短期入所生活介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、短期入所

生活介護事業者の勤務の体制その他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなけ

ればならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指指定短期入所生活介護事業所
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に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えること

ができる。 

 

 

 

 

 

 

8．苦情処理（第 140 条準用第 36 条、予防第 142 条準用第５３条の 8） 

指定短期入所者生活介護事業者は、提供した指定短期入所生活介護に係る利用者及びその家族 

からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下第３項～第６項略 

 

 

 

9．非常災害対策（第 140 条準用第 103 条、予防第 142 条準用第 120 条の 4） 

 指定短期入所生活介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連

携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わな

ければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連

携に努めなければならない。 

 

☆関係機関への通報及び連絡体制の整備とは・・・ 

 ①火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹底するとともに、 

 ②日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制づく

りを求めること等 

※平成 26 年 6 月より（一部の規程は平成 27 年 4 月より）佐賀県介護保険施行条例等の一部改正により、次の 

6 点について非常災害時に備えることとなっている。 

1）設備の設置  2）物資、資機材の配備、3）防災計画の策定等 4）計画等の掲示、見直し 

5）訓練、防災教育の実施 

☆掲示が必要な項目 

 ①運営規程の概要 

 ②短期入所生活介護従業者の勤務の体制 

 ③その他重要事項（相談窓口、及び苦情処理の体制及び手順等（第 36 条）） 

 

☆必要な措置とは・・・ 

①相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要に

ついて明らかにし、 

②利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する措置の概要についても併

せて記載するとともに、 

③事業所に掲示すること等 

※苦情相談窓口には保険者、国保連の窓口も記載すること。 

 

苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を 

踏まえ、サービスの質の向上に向けた取り組みを自ら行うこと。 
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10．事故発生時の対応（第 140 条準用第 37 条、予防第 142 条準用 53 の 10） 

 指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護の提供により事故が発生した場合は、

市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければな

らない。 

※事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録は 2 年間保存しなければならない。 

３ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護の提供により賠償すべき事故が発生

した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

☆留意すべき点 

 ①利用者に対する指定短期入所生活介護の提供により事故が発生した場合の対応方法については、あらかじめ

指定短期入所事業者が定めておくことが望ましいこと。 

 ②指定短期入所生活介護事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入し

ておくか、又は賠償資力を有することが望ましいこと。 

 ③指定短期入所生活介護事業者は、事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じる

こと。 

 

11．内容及び手続の説明及び同意（第 125 条、予防第 133 条） 

指定短期入所生活介護事業者は、指定短期入所生活介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又は

その家族に対し、第 137 条に規定する運営規程の概要、短期入所生活介護従業者の勤務の体制その他の利用申

込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービスの内容及

び利用期間等について利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 第 8 条第 2 項から第 6 項までの規定は、前項の規定による文書の交付について準用する。 

 

12 提供拒否の禁止、サービス提供困難時の対応（第 140 条準用第 9 条、第 10 条） 

指定短期入所生活介護事業者は、正当な理由なく指定短期入所生活介護の提供を拒んではならない。 

※提供を拒むことができる正当な理由とは、①当該事業所の原因からは利用申込に応じきれない場合、②利

用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、その他利用申込者に対し自ら適切

な指定短期入所生活介護を提供することが困難な場合である。 

指定短期入所生活介護事業者は、当該指定短期入所生活介護事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、

利用申込者に対し自ら適切な指定短期入所生活介護を提供することが困難であると認めた場合は、当該利

用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定短期入所生活介護事業者等の紹介その他の

必要な措置を速やかに講じなければならない。 

 

13 業務継続計画の策定等（第 30 条の 2） 

 指定短期入所生活介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 
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14 衛生管理等（第 104 条） 

指定短期入所生活介護事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、

衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、当該指定短期入所生活介護従業者において感染症が発生し、又はまん

延しないように次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該指定短期入所生活介護事業者における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね六月に一回以上開催する

とともに、その結果について、短期入所生活介護従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該指定短期入所生活介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備するこ

と。 

三 当該指定短期入所生活介護事業者において、短期入所生活介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延

の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

 

15 虐待の防止（第 104 条） 

指定短期入所生活介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じ

なければならない。 

一 当該指定短期入所生活介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、訪問介

護員等に周知徹底を図ること。 

二 当該指定短期入所生活介護事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 当該指定短期入所生活介護事業所において、短期入所生活介護従業者に対し、虐待の防止のための研修

を定期的に実施すること。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 
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５ 介護給付費について 
                                  

介護給付費算定に係る体制等に関する届出                           

    

 １ 提出期限 

 （１）単位数が増加する場合 

   ・算定開始月の前月 15 日までに提出。（介護職員処遇改善加算については、加算算定月の前々

月の末日） 

   ※月末までに届け出が受理された場合は、翌月から算定が可能だが、添付資料等が不足してお

り月末に提出されても受理できない事例が発生しているため 

 

（２）単位数が減少する場合 

    事業所は加算が算定されなくなる状況が生じた場合には速やかに届出をすること。 

 

 ２ 提出先 

   （介護予防）短期入所生活介護（中部広域連合管内）：中部広域連合 

   （介護予防）短期入所生活介護（中部広域連合以外）：佐賀県 
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６ 介護報酬等の算定要件 

                                 
介護報酬等の算定要件                            

１．短期入所生活介護費 

  

従来型個室 

・単独型短期入所生活介護費（Ⅰ） 

・併設型短期入所生活介護費（Ⅰ） 

         

多床室 

・単独型短期入所生活介護費（Ⅱ） 

・併設型短期入所生活介護費（Ⅱ） 

   

   

   

① 感染症等により、従来型個室への利用が必要であると医師が判断した者 

② 居室の面積が 10.65 ㎡以下の個室を利用する者 

③ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を 

及ぼすおそれがあるとして、従来型個室への利用が必要であると医師が判断した者 

 ○ポイントは、「医師の判断」のため、施設職員等の判断や男女間の組み合わせによる 

居室の移動等は該当しない。 

   また、この場合は、医師が判断した結果を診療録、医師の指示書、サービス 

担当者会議録等に明記しておくものとする。 

○請求時には、介護給付費明細書の「概要」欄に多床室のサービスコードの 

適用理由を記載すること。 

  ユニット型個室 

  ○ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を回収した居室であって、居室を隔てる

壁について、天井との間に一定の隙間が生じているものを除く。）（「ユニット型個室」とい

う。）の利用者に対して行われるものであること。 

  ・単独型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ） 

  ・併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ） 

  ユニット型準個室 

  ○ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を回収した居室であって、居室を 

隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じているものに限る。 

（「ユニット型準個室という。」の利用者に対して行われるものであること。 

  ・単独型ユニット型短期入所生活介護費(Ⅱ) 

  ・併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅱ） 

 

 

（注）なお、従来型個室利用者であっても、以下①～③のいずれかに該当する 

場合は、例外的にサービス費（Ⅱ）を請求できる。 
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２．夜勤減算（１００分の９７） 

 夜勤を行う職員の員数について、ある月（暦月）に基準に満たない事態が、２日以上連続する

か、４日以上発生した場合、その翌月のすべての入所者等について所定単位が 97％に減算とな

る。 

 （一部ユニット型については、基準に満たない事態がユニット型以外の部分・ユニット部分の

どちらで発生したかは関係なくすべての入所者が対象） 

 ※夜勤を行う職員（看護職員または介護職員）の定義 
  夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前５時を含む連続する 16 時間で、事業所ごとに設定）

において夜勤を行う職員 
 

 入所者等の数 夜勤を行う介護・看護職員数 

従来型 

25 以下 １ 

26 以上 60 以下 ２ 

61 以上 80 以下 ３ 

81 以上 100 以下 ４ 

101 以上 
4 に入所者等の数が 100 を超え
て 25 又は端数を増すごとに 1 を

加えた数 

ユニット型  
２のユニットごとに夜勤を行う

介護・看護職員数が１ 

入所者等の数＝短期入所の利用者数＋入所者数 
 
〇見守り機器等を導入した場合の夜間における人員配置基準の緩和 

介護老人福祉施設等の夜間の人員配置基準について、令和２年度に実施した介護ロボットの導入
効果に関する実証結果を踏まえつつ、職員の負担軽減や職員ごとの効率化のばらつきに配慮して、
見守り機器やインカム等の ICT を導入する場合の従来型における夜間の人員配置基準を緩和す

る。 
 
（要件） 

・施設内の全床に見守り機器を導入していること。 
・夜勤職員全員がインカム等の ICT を使用していること。 
・安全体制を確保していること。 

 
※安全体制確保の具体的な要件 
 ①利用者の安全やケアの質の確保、職員の負担を軽減するための委員会を設置 

 ②職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件への配慮 
 ③緊急時の体制整備（近隣在住職員を中心とした緊急参集要員の確保等） 
 ④職員に対するテクノロジーの活用に関する教育の実施 

 ⑤職員に対するテクノロジー活用に関する教育の実施 
 ⑥夜間の訪室が必要な利用者に対する訪室の個別実施 
 

・介護老人福祉施設（従来型）の夜間の人員配置基準緩和にあたっては、利用者数の狭間で急激
に職員人員体制の変更が生じないよう配慮して、現行の配置人員数が２人以上に限り、１日当た
りの配置人員数として、常勤換算方式による配置要件に変更する。ただし、配置人員数は常時 1

人以上（利用者が 61 人以上の場合は常時２人以上）配置することとする。 
 
・見守り機器や ICT 導入後、上記の要件を少なくとも３か月以上試行し、現場職員の意見が適切

に反映できるよう、夜勤職員をはじめ実際にケアを行う多職種の職員が参画する委員会（具体的
要件①）において、安全対策体制やケアの質の確保、職員の負担軽減が図られていることを確認
した上で届け出るものとする。 
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【緩和後の配置人員】 

入所者等の数 夜勤を行う介護・看護職員数 

25 以下 １人以上 

26 以上 60 以下 1.6 人以上 

61 以上 80 以下 2.4 人以上 

81 以上 100 以下 3.2 人以上 

101 以上 

3.2 に、利用者の数が 100 を超えて

25 又はその端数を増すごとに 0.8
を加えて得た数以上 

 

３．定員超過利用減算（100 分の 70） 
 月平均の利用者数（入所者数：短期入所生活介護の利用者を含む）が運営規程に定める入所定
員を超過した場合は、定員超過の状態が発生した月の翌月から解消されるに至った月まで、すべ

ての入所者等について所定単位数が 70％に減算となる。 
ただし、併設事業所及び特別養護老人ホームの空床利用においては、下記のとおりやむを得ない
場合の定員超過について緩和措置がある。 

 

併設事業所 【市町村による入所措置により、やむを得ず利用定員を

超える場合】 
月平均の利用者数が、運営規程に定められている利用定
員が①40 以下であれば利用定員の 5％、②40 超であれ

ば＋２を超える。 

特別養護老人ホームの空床利用 【市町村による入所措置、入院中の入所者の再入所が早
まったことにより、やむを得ず利用定員を超える場合】 

ショートステイの月平均の利用者数と特養の入所者数
の合計が、特養の入所定員が①40 以下であれば定員の
5％、②定員が 40 超であれば＋２を超える。 

 
※月平均の入所者数は、暦月で計算し、小数点以下を切り上げる。 

  

４．人員基準欠如減算（70/100） 

 ○看護職員、介護職員の数が人員基準から 
  ・１割を超えて減少した場合は、該当月の翌月から解消月まで 
  ・１割の範囲内で減少した場合は、該当月の翌々月から解消日まで（翌月の末日に人員基準

を満たしている場合を除く） 
  すべての入所者等について所定単位数 70％減算となる。 
 

５．ユニットにおける職員に係る減算（１日につき 97/100） 

１ 日中については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置する。 

２ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置する。 
 

 ある月（暦月）において基準に満たない状況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たな

い状況が解消されるに至った月まで、入所者全員について、１日につき所定単位数 97％に相当

する単位が減算される。（翌月の末日に人員基準を満たしている場合を除く） 

 

６．生活機能向上連携加算 

生活機能訓練加算（Ⅰ） ※3月に 1 回を限度 

生活機能訓練加算（Ⅱ）  

 

※個別機能訓練加算を算定している場合は加算（Ⅰ）は算定せず、加算（Ⅱ）については１月に

つき 100 単位 
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 イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１） 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリ

テーションを実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師

（以下この号において「理学療法士等」という。）の助言に基づき、当該指定短期入所生

活介護事業所（指定居宅サービス等基準第百二十一条第一項に規定する指定短期入所生活

介護事業所をいう。以下同じ。）の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評

価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。 

（２） 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓

練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提

供していること。 

（３） （１）の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を三月ごとに一回以上評価し、

利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、

必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

 

ロ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１） 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリ

テーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定短期入所生活介護事

業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び

個別機能訓練計画の作成を行っていること。 

（２） 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓

練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提

供していること。 

（３） （１）の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を三月ごとに一回以上評価し、

利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、

必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

 

 

７．機能訓練指導員の加算 

 常勤・専従の理学療法士等を１名配置すること。 

   ※理学療法士等とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、 

あん摩マッサージ指圧師、又は一定の実務経験を有するはり師、きゅう師をいう。 

・なお、併設の短期入所生活介護事業所においては、本体施設と併せて１名の常勤専従の機能 

訓練指導員の配置を持って足りる。 

・併設の通所介護事業所の機能訓練指導員を兼務している者については、たとえ常勤の職員で 

あったとしても算定できない。 

・利用者の数（併設事業所の場合は、本体施設の利用者数と合わせた数）が１００を超える 

短期入所生活介護事業所にあっては、常勤・専従の機能訓練指導員を１名配置し、かつ常勤 

換算方法で、利用者の数を１００で除した数以上配置すること。 

・一定の実務経験を有するはり師、きゅう師とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、 
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看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した 

事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有する者とする。 

 

８．個別機能訓練加算（１日につき 56 単位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※個別機能訓練加算について 

①理学療法士等が個別機能訓練計画に基づき、短期入所生活介護事業所を計画的または期間を定めて

利用する者に対して、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という）について算定する。 

②個別機能訓練加算に係る機能訓練は、もっぱら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１

名以上配置して行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理

学療法士等を配置している場合は、その曜日において理学療法士等から直接訓練の提供を受けた利

用者のみが当該加算の算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士等が配置される曜日はあら

かじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。なお、短期入所生活

介護事業所の看護職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時

間は、短期入所生活介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。 

③個別機能訓練を行うに当たっては、個別機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という）が共同して、利用者ごとにその目標、実施時間、

実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、

実施時間、実施方法等について評価等を行う。なお、短期入所生活介護においては、個別機能訓練

計画に相当する内容を短期入所生活介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓

練計画の作成に代えることができるものとすること。 

④個別機能訓練加算に係る機能訓練は、身体機能そのものの回復を主たる目的とする訓練ではなく、

残存する身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、利用者が居宅において可能な限り自立

して暮らし続けることを目的として実施するものである。具体的には、適切なアセスメントを経て

利用者の ADL 及び IADL の状況を把握し、日常生活における生活機能の維持・向上に関する目標（一

人で入浴ができるようになりたい等）を設定の上、当該目標を達成するための訓練を実施すること。 

⑤④の目標については、利用者又は家族の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ

策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう段階的な目標を設定するなど可能な限

厚生労働大臣が定める基準 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置していること。 

（２） 機能訓練指導員等が共同して、利用者の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身の状況を重

視した個別機能訓練計画を作成していること。 

（３） 個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、理学

療法士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。 

（４） 機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問したうえで、個別機能訓練計画を作成し、その後３か月

ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問したうえで、当該利用者又はその家族に対して、機能訓練

の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、訓練内容の見直し等を行っていること。 
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り具体的かつ分かりやすい目標とすること。 

⑥個別機能訓練加算に係る機能訓練は、類似の目標を持ち同様の訓練内容が設定された５人程度以下

の小集団（個別対応含む）に対して機能訓練指導員が直接行うこととし、必要に応じて事業所内外

の設備等を用いた実践的かつ反復的な訓練とすること。実施時間については、個別機能訓練計画に

定めた訓練内容の実施に必要な１回あたりの訓練時間を考慮し適切に設定すること。また、生活機

能の維持・向上のための訓練を効果的に実施するためには、計画的・継続的に行う必要があるこ 

とから、おおむね週１回以上実施することを目安とする。 

⑦個別機能訓練を行う場合は、機能訓練指導員等が居宅を訪問したうえで利用者の居宅での生活状況

（起居動作、ADL、IADL 等の状況）を確認し、他職種共同で個別機能訓練計画を作成したうえで実

施することとし、その後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況

を確認したうえで、利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状

況等を説明し記録するとともに訓練内容の見直し等を行う。また、評価内容や目標の達成度合いに

ついて、当該利用者を担当する介護支援専門員等に適宜報告・相談し必要に応じて利用者又は家族

の意向を確認の上、当該利用者の ADL 及び IADL の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の

変更など適切な対応を行うこと。 

また、利用者等に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。

ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならないこと。なお、

テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守すること 

⑧個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当

該事業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

⑨機能訓練指導員の加算を算定している場合であっても、別途個別機能訓練加算に係る訓練を実施し

た場合は、同一日であっても個別機能訓練加算を算定できるが、この場合にあっては、機能訓練指

導員の加算に係る常勤専従の機能訓練指導員は、個別機能訓練加算に係る機能訓練指導員として従

事することはできず、別に個別機能訓練加算に係る機能訓練指導員の配置が必要である。また、個

別機能訓練加算は、心身機能への働きかけだけでなく、ＡＤＬ（食事、排泄、入浴等）やＩＡＤＬ

（調理、洗濯、掃除等）などの活動への働きかけや、役割の創出や社会参加の実現といった参加へ

の働きかけを行い、心身機能、活動、参加といった生活機能にバランスよく働きかけるものである。

なお、当該加算の目的・趣旨に沿った目標設定や実施内容等の項目等については、別に通知すると

ころによるものとする。 

 

 

９. 看護体制加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）（Ⅳ） 

＊看護体制加算（Ⅰ）  

   ①短期入所生活介護事業所に常勤の看護師を配置すること。 

   ②通所介護費等の算定方法の基準に該当していないこと 

 

＊看護体制加算（Ⅱ）  

① 短期入所生活介護事業所の看護職員の数が、常勤換算方法で、利用者の数が２５又はそ
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の端数を増すごとに１以上であること。 

② 看護職員等（病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護職員）との連携により２４

時間の連絡体制が確保されていること。 

③ 通所介護費等の算定方法の基準に該当していないこと 

 

＊看護体制加算（Ⅲ）イ   定員２９名以下  

 看護体制加算（Ⅲ）ロ    定員３０名以上５０名以下  

① 看護体制加算（Ⅰ）の要件を満たしていること 

② 前年度又は算定日の属する月の前３月の利用者の総数のうち、要介護者３以上の利用者

の占める割合が７０％以上であること。 

 

＊看護体制加算（Ⅳ）イ   定員２９名以下  

 看護体制加算（Ⅳ）ロ   定員３０名以上５０名以下  

① 看護体制加算（Ⅱ）の要件を満たしていること 

② 前年度又は算定日の属する月の前３月の利用者の総数のうち、要介護者３以上の利用者

の占める割合が７０％以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）併設事業所について 

併設事業所における看護体制加算の算定に当たっては、本体施設における看護職員の配置とは別に、必要な

看護職員の配置を行う必要がある。具体的には、以下のとおりとする。 

イ 看護体制加算（Ⅰ）（Ⅲ）については、本体施設における看護師の配置にかかわらず、指定短期入所生活

介護事業所として別に１名以上の常勤の看護師の配置を行った場合に算定が可能である。 

ロ 看護体制加算（Ⅱ）（Ⅳ）については、本体施設における看護職員の配置にかかわらず、看護職員の指定

短期入所生活介護事業所（特別養護老人ホームの空床利用の場合を除く。）における勤務時間を当該事業所に

おいて常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が 32 時間を基本とする。）で除した数

が、利用者の数が 25 又はその端数を増すごとに１以上となる場合に算定が可能である。 

（２）特別養護老人ホームの空床利用について 

特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介護を行う場合にあっては、看護体制加算の算定は

本体施設である特別養護老人ホームと一体的に行うものとすること。具体的には以下のとおりとする。 

イ 看護体制加算（Ⅰ）については、本体施設に常勤の看護師を１名配置している場合は、空床利用の指定短

期入所生活介護についても、算定が可能である。 

ロ 看護体制加算（Ⅱ）については、指定介護老人福祉施設の入所者数と空床利用の指定短期入所生活介護の

利用者数を合算した数が 25 又はその端数を増すごとに１以上、かつ、当該算合算した数を指定介護老人福

祉施設の「入所者の数」とした場合に必要となる看護職員の数に１を加えた数以上の看護職員を配置してい

る場合に算定可能となる。 

（３） なお、（１）（２）のいずれの場合であっても、看護体制加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）、（Ⅲ）及び（Ⅳ）を同

時に算定することは可能である（（Ⅰ）及び（Ⅲ）、（Ⅱ）及び（Ⅳ）を同時算定することは不可）。 
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本体施設と併設のショートステイそれぞれについて別個に加算算定の可否を判断する。 

すなわち、看護体制加算（Ⅰ）（Ⅲ）では本体施設と併設のショートステイでそれぞれ常勤の看

護師を１人ずつ配置している場合、看護体制加算（Ⅱ）（Ⅳ）では本体施設と併設のショートス

テイでそれぞれ常勤換算方法で２５：１以上、かつ本体施設では最低基準に加え１以上の看護職

員を配置している場合に算定可能となる。 

その際、看護体制加算（Ⅱ）（Ⅳ）については、本体施設と併設のショートステイを兼務してい

る看護職員は、勤務実態、利用者数、ベッド数等により当該職員の常勤換算数を本体施設とショ

ートステイに割り振った上で、本体施設とショートステイそれぞれについて加算の算定の可否を

判断することとなる。 

なお、空床利用型ショートステイについては、本体施設において加算の算定基準を満たしていれ

ば空床利用型ショートステイの利用者についても加算を算定することができる。 

 

１０.医療連携加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。短期入所生活介護費における医療連携強

化加算の基準次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
イ 指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護費の看護体制加算(Ⅱ)を算定してい

ること。 
ロ 利用者の急変の予測や早期発見等のため、看護職員による定期的な巡視を行っていること。 
ハ 主治の医師と連絡が取れない等の場合に備えて、あらかじめ協力医療機関を定め、緊急等のや

むを得ない場合の対応に係る取り決めを行っていること。 
ニ 急変時の医療提供の方針について、利用者から合意を得ていること。 

※ 別に厚生労働大臣が定める状態の内容は次のとおり。 
・指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護費の厚生労働大臣が定める状態 
・次のいずれかに該当する状態 
イ 喀痰吸引を実施している状態 
ロ 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 
ハ 中心静脈注射を実施している状態 
ニ 人工腎臓を実施している状態 
ホ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 
ヘ 人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態 
ト 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態 
チ 褥瘡に対する治療を実施している状態 
リ 気管切開が行われている状態 
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医療連携強化加算について 
① 医療連携強化加算は、急変の予想や早期発見等のために看護職員による定期的な巡視

や、主治の医師と連絡が取れない等の場合における対応に係る取り決めを事前に行うな

どの要件を満たし、都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所において、厚

生労働大臣の定める基準に適合する利用者等（平成 27 年厚生労働省告示第 94 号。以

下「利用者等告示」という。）に定める状態にある利用者に対して指定短期入所生活介

護を行った場合に、当該利用者について加算する。 
② 看護職員による定期的な巡視とは、急変の予測や早期発見等のために行うものであり、

おおむね１日３回以上の頻度で当該利用者のもとを訪れてバイタルサインや状態変化の

有無を確認するものであること。ただし、巡視の頻度については、利用者の状態に応じて

適宜増加させるべきものであること。 
③ 当該加算を算定する指定短期入所生活介護事業所においては、あらかじめ協力医療機関

を定め、当該医療機関との間に、利用者に急変等が発生した場合の対応についての取り決

めを行っていなければならない。また、当該取り決めの内容については、指定短期入所生

活介護の提供開始時に利用者に説明し、主治の医師との連携方法や搬送方法も含め、急変

が生じた場合の対応について同意を得ておかなければならない。当該同意については、文

書で記録すべきものであること。 
④ 医療連携強化加算を算定できる利用者は、次のいずれかに該当する者であること。なお、

請求明細書の摘要欄に該当する状態（利用者等告示第 20 号のイからリまで）を記載する

こととするが、複数の状態に該当する場合は主たる状態のみを記載すること。 
(ア) 利用者等告示第 20 号イの「喀痰吸引を実施している状態」とは、指定短期入所生活介

護の利用中に喀痰吸引を要する状態であり、実際に喀痰吸引を実施したものであるこ

と。 
(イ) 利用者等告示第 20 号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」につい

ては、当該月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。 
(ウ) 利用者等告示第 20 号ハの「中心静脈注射を実施している状態」については、中心静脈

注射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な 

利用者であること。 
(エ) 利用者等告示第 20 号ニの「人工腎臓を実施している状態」については、当該月におい

て人工腎臓を実施しているものであること。 
(オ) 利用者等告示第 20 号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を

実施している状態」については、重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧 90mmHg 
以下が持続する状態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度 90％以下の状態で

常時、心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行っているこ

と。 
(カ) 利用者等告示第 20 号ヘの「人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態」につい

ては、当該利用者に対して、人工膀胱又は人工肛門に係る皮膚の炎症等に対するケアを

行った場合に算定できるものであること。 
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１１．夜勤職員配置加算（Ⅰ）・（Ⅱ）・（Ⅲ）・（Ⅳ） 

 夜勤を行う介護・看護職員の数が最低基準を１以上上回っている場合に算定できる。 

 ＊夜勤職員配置加算 7夜勤職員配置加算（Ⅰ）・ 

  ユニット型以外の短期入所生活介護 

 ＊夜勤職員配置加算（Ⅱ）  

  ユニット型短期入所生活介護 

 ＊夜勤職員配置加算（Ⅲ）  

  ユニット型以外の短期入所生活介護 

  夜勤時間帯を通じて、看護職員や喀痰吸引等の実施ができる介護職員を配置している 

  こと。 

 ＊夜勤職員配置加算（Ⅳ）   

  ユニット型短期入所生活介護 

  夜勤時間帯を通じて、看護職員や喀痰吸引等の実施ができる介護職員を配置している 

  こと。 

 

●「見守り機器」導入による評価（介護予防は含まない） 

夜勤職員配置加算の要件では「夜勤職員の数」＋1の人員が必要だが、見守り機器を導入した場

合、＋1 名分 → ＋0.9 名分または+0.6 名分となる。 

 

イ 必要となる夜勤職員の数が 0.9 を加えた数以上である場合においては、次の要件を満たすこ

と。 

ａ 利用者の 10 分の１以上の数の見守り機器を設置すること。 

ｂ 「見守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会」は、３月に１回以上行うこと。「見

 (キ) 利用者等告示第 20 号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」につい

ては、経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行

った場合に算定できるものであること。 
(ク) 利用者等告示第 20 号チの「褥瘡に対する治療を実施している状態」については、以下の

分類で第二度以上に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限る。第

一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失しない（皮膚の損

傷はない）第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるもの）

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、隣接組織

まで及んでいることもあれば、及んでいないこともある第四度：皮膚層と皮下組織が失わ

れ、筋肉や骨が露出している。 
(ケ) 利用者等告示第 20 号リの「気管切開が行われている状態」については、気管切開が行わ

ただし、在宅中重度者受入加算を算定している場合は、算定しない。 
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守り機器を安全かつ有効に活用するための委員会」は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

 

ロ 必要となる夜勤職員の数が 0.6 を加えた数以上である場合（夜勤職員基準第第一号ロの(１)

（一）ｆの規定に該当する場合は 0.8 を加えた数以上である場合）においては、次の要件を満

たすこと。 

ａ 利用者が使用するすべての居室に見守り機器を設置すること。 

ｂ インカム（マイクロホンが取り付けられたイヤホンをいう。以下同じ。）等の職員間の連絡

調整の迅速化に資する機器及び見守り機器の情報を常時受信可能なスマートフォンやタブ

レット端末等の機器を、全ての夜勤職員が使用し、利用者の状況を常時把握すること。 

ｃ 「見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会」（以下「見守り機器等活用委員会」

という。）は３月に１回以上行うこと。「見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員

会」は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイ

ダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守する

こと。 

また、見守り機器等活用委員会には、管理者だけでなく実際に夜勤を行う職員を含む幅広い

職種やユニットリーダー等の役割の者が参画するものとし、実際に夜勤を行う職員の意見を

尊重するよう努めることとする。 

ｄ 「利用者の安全及びケアの質の確保に関する事項」を実施すること。具体的には次の事項等

の実施により利用者の安全及びケアの質の確保を行うこととする。 

(１) 見守り機器等を使用する場合においても、一律に定時巡回等をとりやめることはせず、

個々の利用者の状態に応じて、個別に定時巡視を行うこと。 

(２) 見守り機器等から得られる睡眠状態やバイタルサイン等の情報を利用者の状態把握に活

用すること。 

(３) 見守り機器等の使用に起因する事業所内で発生した介護事故又はヒヤリ・ハット事例（介

護事故には至らなかったが介護事故が発生しそうになった事例をいう。）（以下「ヒヤリ・ハッ

ト事例等」という。）の状況を把握し、その原因を分析して再発の防止策を検討すること。 

ｅ 「夜勤を行う職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮」に関する事項を実施すること。具体

的には、実際に夜勤を行う職員に対してアンケートやヒアリング等を行い、見守り機器等の

導入後における次の事項等を確認し、人員配置の検討等が行われていること。 

(１) ストレスや体調不安等、職員の心身の負担が増えていないかどうか 

(２) 夜勤時間帯において、負担が過度に増えている時間帯がないかどうか 

(３) 休憩時間及び時間外勤務等の状況 

 

 

 

 

ポイント 

・夜勤を行う介護・看護職員の数 ＝ 一日平均夜勤者数 

早出や遅出などの職員についても算入できる。 

・事業所においては、任意に設定した夜勤時間帯の１６時間を意識し、各月において加算要件に合致

しているか、計算し、記録しておくこと。 
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１２．認知症行動・心理症状緊急対応加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３．若年性認知症利用者受入加算 

 

 

 

 

 

 

 

１４．利用者に対して送迎を行う場合 

 

 

 

  

 

 

 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、 

当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行った場合には、算定できる。 

 ①「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・

暴言等の症状を指すものである。 
 ②利用者に「認知症の行動・心理状態」が認められ、緊急に短期入所生活介護が必要であると

医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所との職員と連携し、利用者又は

家族の同意の上、指定短期入所生活介護の利用を開始した場合に算定することができる。 
⇒医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できる。 
この際、医療機関における対応が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療

機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。 
 ③次に掲げる者が、直接、短期入所生活介護の利用を開始した場合には、当該加算は算定でき

ない。 
   ア）病院又は診療所に入院中の者 
   イ）介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉に入院中又は入所中の者 
   ウ）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生

活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護及び短期利用共同生活介護を利用中の者 
   エ）判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、事業

所も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記

録しておくこと。 
   オ）７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が

認められる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであり、利用開始後８日目以降の

短期入所生活介護の利用の継続を妨げるものではないことに留意すること。 
 

 

  利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる 

利用者にたいして、その居宅と指定短期入所生活介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき 

算定する。 

認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は、算定しない。 
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１５.緊急短期入所受入加算（７日間を限度） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別に厚生労働大臣が定める者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこととなってい

ない指定短期入所生活介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として当該指定短期

入所生活介護を行った日から起算して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等や

むを得ない事情がある場合は、14 日）を限度として、所定単位数に加算する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は次のとおり。 
指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護費の厚生労働大臣が定める者利用

者の状態や家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に指定

短期入所生活介護を受けることが必要と認めた者 

① 緊急短期入所受入加算は、緊急利用者を受け入れたときに、当該緊急利用者のみ加算する。 
② 「緊急利用者」とは、介護を行う者が疾病にかかっているこことその他やむを得ない理由によ

り居宅で介護を受けることとその他やむを得ない理由により居宅で介護を受けることができ

ない、かつ、居宅サービス計画において当該日に利用することが計画されていない者をいう。

なお、新規の利用者に限られるものではなく、既に当該事業所で緊急短期入所受入加算の算定

実績のある利用者も算定対象となるものである。 
③ あらかじめ、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が緊急の必要性及び利用を

認めていること。ただし、やむを得ない事情により、事後に介護支援専門員により当該サービ

ス提供が必要であったと判断された場合には、加算の算定は可能である。 
④ 緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項を記録しておくこ

と。また、緊急利用者にかかる変更前後の居宅サービス計画を保存するなどして、適正な緊急

利用に努めること。 
⑤ 既に緊急利用者を受け入れているために緊急の利用を希望している者を受け入れることが困

難な場合は、利用希望者に対し、別の事業所を紹介するなど適切な対応を行うこと。 
⑥ 本加算の算定対象期間は原則として７日以内とし、その間に緊急受入れ後に適切な介護を受

けられるための方策について、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と密接な

連携を行い、相談すること。ただし、利用者の介護を行う家族等の疾病が当初の予想を超えて

長期間に及んだことにより在宅への復帰が困難となったこと等やむを得ない事情により、７

日以内に適切な方策が立てられない場合には、その状況を記録した上で 14 日を限度に引き続

き加算を算定することができる。その場合であっても、利用者負担軽減に配慮する観点から、

機械的に加算算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメントによる代替手段の確保等

について、十分に検討すること。 

認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は、算定しない。 
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１６．療養食加算（１日３回が限度） 

 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事に届け出て当該基準による食

事の提供を行う指定短期入所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したと

きは、１日につき所定単位数を加算する。 

① 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること 

② 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容食事の提供が行われていること 

③ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７．在宅中重度者受入加算 イ・ロ・ハ・二 

 指定短期入所生活介護事業所において、当該利用者が利用していた訪問看護を行う訪問 

看護事業所に当該利用者の健康上の管理等を行わせた場合は、１日につき次に掲げる区分 

に応じ、それぞれ所定単位数を加算する。 

 ＊イ 看護体制加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を算定している場合  

 ＊ロ 看護体制加算（Ⅱ）又は（Ⅳ）を算定している場合  

 ＊ハ 看護体制加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）及び（Ⅱ）又は（Ⅳ）をいずれも算定している場合 

 ＊二 看護体制加算を算定していない場合  

 

居宅において、訪問看護の提供を受けていた利用者が、指定短期入所生活介護を利用する 

場合であって、指定短期入所生活介護事業所が、当該利用者の利用していた訪問看護事業所 

から派遣された看護職員により当該利用者の健康上の管理等を行わせた場合に対象となる。 

この場合の健康上の管理等に関する医師の指示は、指定短期入所生活介護事業所の配置医師が 

行うものとする。 

⇒訪問看護事業所の看護師が来た日についてのみ算定できる 

在宅中重度者受入加算を算定するに当たっては、あらかじめ居宅サービス計画に位置づけた 

上で行うこととなるが、特に初めてこのサービスを行う場合においては、サービス担当者会 

議を開催するなどサービス内容や連携体制等についてよく打ち合わせを行った上で実施する 

ことが望ましい。 

利用者に関する必要な情報を主治医、訪問看護事業所、サービス担当者会議、居宅介護支援 

事業所等を通じて、あらかじめ入手し、適切なサービスを行うよう努めなければならない。 

在宅中度重受入加算に係る業務について訪問看護事業所と委託契約を締結し、利用者の健康 

１．利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治療の直接の手段として発

行された食事箋に基づき、療養食が提供された場合に算定すること。 
２．療養食の献立表が作成されている必要があること。 
３．加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基

づいて提供される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病

食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛

風食及び特別な場合の検査食をいうものであること。 
４、療養食の摂取の方法については、経口または経管の別を問わないこと。 
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上の管理等の実施に必要な費用を訪問看護事業所に支払うこととする。 

 

健康上の管理等の実施上必要となる衛生材料、医薬品等の費用は短期入所生活介護事業所が 

負担するものとする。 

なお、医薬品等が、医療保険の算定対象となる場合は、適正な診療報酬を請求すること。 

 

 

 

１８．認知症専門ケア加算 （Ⅰ）・（Ⅱ）  

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定 

短期入所療養介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症 

ケアを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を 

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる 

その他の加算は算定しない。 

 

＊認知症専門ケア加算（Ⅰ）  

（１）事業所又は施設における利用者、入所者又は入院患者の総数のうち、日常生活自立度の 

ランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者（以下「対象者」という。）の占める割合が 1/2 以上で 

あること。 

→1/2 以上の算定方法：算定日が属する月の前３月間の利用者実人員数又は利用延人員数 

(要支援者を含む)の平均で算定すること。また、届出を行った月以降においても、直近３月間の 

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合につき、毎月継続的に所定の割合以上であることが 

必要である。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合に 

ついては、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならない。 

（２）認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が二十人未満である場合 

にあっては、一以上、当該対象者の数が二十人以上である場合にあっては、一に、当該対象者の 

数が十九を超えて十又はその端数を増すごとに一を加えて得た数以上配置し、チームとして専門 

的な認知症ケアを実施していること。 

（３）当該事業所又は施設の従業者に対する、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的 

指導に係る会議を定期的に開催していること。 

＊認知症専門ケア加算（Ⅱ）  

（１）認知症専門ケア加算（Ⅰ）の基準のいずれにも適合すること。 

（２）認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を一名以上配置し、事業所又は 

施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。 

（３）当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を 

作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。 
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１９.サービス提供体制強化加算（Ⅰ）・（Ⅱ）・（Ⅲ） 

  

（１） サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

次のいずれかに該当すること。 

・当該指定短期入所生活介護事業所（当該特別養護老人ホーム）の介護職員の総数のうち、 

介護福祉士の占める割合が８０％以上であること。 

・当該指定短期入所生活介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続１０年以上の介護福祉士の占

める割合が３５％以上であること。 

（２） サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

当該指定短期入所生活介護事業所（当該特別養護老人ホーム）の看護・介護職員のうち 

常勤職員の占める割合が６０％以上であること。 

（４） サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

次のいずれかに該当すること。 

・指定短期入所生活介護事業所（当該特別養護老人ホーム）の介護職員の総数のうち、介護福祉

士の占める割合が５０％以上であること。 

・指定短期入所生活介護事業所（当該特別養護老人ホーム）の看護・介護職員の総数のうち常勤

職員の占める割合が７５％以上であること。 

・指定短期入所生活介護（当該特別養護老人ホームの介護福祉施設サービス）を利用者に直接提

供する職員の総数のうち、勤務年数 7 年以上の者の割合が３０％以上であること。 

※（ ）は特別養護老人ホームの空床利用の場合 

※いずれも、定員超過利用・人に基準欠如に該当していないこと。 

 

２０.介護職員処遇改善加算 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているもの

として県知事に届け出た短期入所生活介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所生活介護を行

った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、令和 6 年 3 月 31 日までの間、次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

（１）介護職員処遇改善加算（Ⅰ）イからヘまでにより算定した単位数の 1000 分の 83 に相当す

る単位数 

（２）介護職員処遇改善加算（Ⅱ）イからヘまでにより算定した単位数の 1000 分の 60 に相当す

る単位数 

（３）介護職員処遇改善加算（Ⅲ）イからヘまでにより算定した単位数の 1000 分の 33 に相当す

る単位数 

※【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・39 

 

２１.介護職員等特定処遇改善加算 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているも

のとして県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所生活介

護を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
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ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 

 

（１）介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）イからへまでにより算定した単位数の 1000 分の 27 に

相当する単位数 

（２）介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）イからヘまでにより算定した単位数の 1000 分の 23 に

相当する単位数 

 

※【厚生労働大臣が定める基準】→大臣基準告示・39の 2 

 

２２.介護職員等ベースアップ等支援加算 

介護職員の処遇改善を目的として、介護報酬を財源とした、賃金の３％程度となる月額平均 

約 9,000 円を引き上げるための加算。対象は介護職員。ただし、事業所の判断により、他の職員

の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。 

介護職員数（常勤換算）に応じて必要な加算率を設定し、各事業所の介護報酬にその加算率を

乗じて単位数を算出。 

各事業所において、都道府県等に介護職員・その他職員の月額の賃金改善額を記載した計画書

（※）を提出。賃金改善期間経過後、都道府県等に計画の実績報告書（※）を提出。 

算定には以下の要件をすべて満たすこと。 

（１）処遇改善加算（I）～（III）のいずれかを取得していること 

（２）賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の 2/3 は介護職員等のベースアップ等（「基本給」

又は「決まって毎月支払われる手当」の引上げ）に使用することを要件とする。 

 

※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の賃金改善

額の記載は求めない） 

 

２３．短期入生活介護の連続利用 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第十九号） 

（抄）【平成二十七年四月一日施行】抜粋 

 

注 14 利用者が連続して 30 日を超えて指定短期入所生活介護を受けている場合においては、 

30 日を超える日以降に受けた指定短期入所生活介護については、短期入所生活介護費 

は、算定しない。 

注 15 別に厚生労働大臣が定める利用者に対して指定短期入所生活介護を行った場合は、１ 

日につき 30 単位を所定単位数から減算する 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める利用者の内容は次のとおり。 

・指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護費の注 15 の厚生労働大臣が定め 

る利用者 

・連続して三十日を超えて同一の指定短期入所生活介護事業所に入所（指定居宅サービス基準 

第百二十四条に掲げる設備及び備品を利用した指定短期入所生活介護以外のサービスによる

ものを含む。）している場合であって、指定短期入所生活介護を受けている利用者 
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長期利用者に対する減算について 

短期入所生活介護の基本サービス費については、施設入所に比べ入退所が頻繁であり、利用者の

状態が安定していないことなどから、特別養護老人ホームへ入所した当初に施設での生活に慣れ

るための様々な支援を評価する初期加算相当分を評価している。こうしたことから、居宅に戻る

ことなく、自費利用を挟み同一事業所を連続 30 日を超えて利用している者に対して短期入所生

活介護を提供する場合には、連続 30 日を超えた日から減算を行う。なお、同一事業所を長期間

利用していることについては、居宅サービス計画において確認することとなる。 

 

 

 

短期入所生活介護を３０日を超えて連続して利用する場合 

  １日目  ２９日目 ３０日

目 

３ １ 日

目 

３ ２ 日

目 

３ ３ 日

目 

３４日

目 

1 指定居宅サービスに要

する費用の額に関する

基準（注１４）による原

則 

 

      短期入所生活介護費算定 

算 定 で

きない 

   

2 連続して３０日を超え

て同一の指定短期入所

生活介護に入所してい

る場合であって、指定短

期入所生活介護を受け

ている利用者（注１５） 

 

短期入所生活介護費算定 

算 定 で

きない 

一日につき３０単位を所定単

位から減算 

3 連続して３０日に退所

し、１日あけて入所した

場合（２泊３日帰宅）し

て短期生活介護を受け

ている利用者 

 

短期入所生活介護費算定 

  

短期入所生活介護費算定 

  

退

所 

 

入所 

 

 

厚生労働省に確認したところ、注１４の規定により３０日を超える日以降に受けた短期入所生活介護は算定しな

いことになる。ただし、注１５の規定により同一事業所において引き続き短期入所生活介護事業所に入所してい

る場合は、算定できない日を超えた日から１日につき３０単位を所定単位数から減算して算定する。 

 

※指定居宅サービスに要する費用の額に関する基準（平成十二年厚生省告示第十九号） 

短期入所生活介護 

注１４ 利用者が連続して３０日を超えて指定短期入所生活介護を受けている場合においては、３０日を超える

日以降に受けた指定短期入所生活介護については、短期入所生活介護は、算定しない。 

注１５ 別に厚生労働省が定める利用者に対して指定短期入所生活介護を行った場合は、１日につき３０単位を

所定単位数から減算する。 
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※別に厚生労働省が定める利用者の内容は次のとおり 

 指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護の注１５の厚生労働省が定める利用者 

 連続して三十日を超えて同一の指定短期入所生活介護事業所に入所（指定居宅サービス基準第百二十四条に掲

げる設備及び備品を利用した指定短期入所生活介護以外のサービスによるものを含む。）している場合であって、

指定短期入所生活介護を受けている利用者 

 

２４.共生型短期入所生活介護 

・共生型短期入所生活介護の基準 

 共生型短期入所生活介護については、障害福祉制度における短期入所（障害者支援施設 

 の併設型及び空床利用型に限る）の指定を受けた事業所であれば、基本的に共生型短期入所 

 生活介護の指定を受けられるものとして基準を設定する。 

・共生型短期入所生活介護の報酬 

 報酬は、以下の基本的な考え方に基づき設定するとともに、生活相談員（社会福祉士等を 

 配置し、かつ、他に評価する加算を特定する。また、短期入所生活介護事業所に係る加算 

 は、各加算の算定要件を満たした場合に算定できることとする。 

 （報酬設定の基本的な考え方） 

 ・本来的な介護保険事業所の基準を満たしていないため、本来報酬単価と区分。 

 ・障害者が高齢者（６５歳）に到達して介護保険に切り替わる際に事業所の報酬が大きく 

  減ることは６５際問題への対応という制度趣旨に照らして適切でないことから、概ね障害 

  福祉制度における報酬の水準を担保する。 
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     ７ 実地指導における主な指摘事項 

                                

（1）設備に関する基準 

衛生管理（平成 11 年厚生省令第 37 号第 124 条 7）（介護保険法第 89 条） 

指定短期入所生活介護の事業の専用の居室を設けること。専用区画の変更がある場合は、10 日以
内にその旨を都道府県知事に届け出ること。 

 

 

 

 

 

 

 

（2）運営に関する基準 

 

運営規定（平成 11 年厚生省令第 37 号第 104 条 11） 

事業の運営についての重要事項に関する規定を定めておかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

衛生管理（平成 11 年厚生省令第 37 号第 104 条） 

施設は、入所者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

または衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行わなければな

らない。 

特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等については、そ

の発生及びまん延を防止するための措置について、通知に基づき適切な措置を講じること。 

 当該指定介護老人福祉施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針を

整備すること。 

 

 

 

 

 

 

 

内容及び手続の説明及び同意（平成 11 年厚生省令第 37 号第 125 条） 

 事業所は、指定短期入所生活介護の提供開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に

対し、運営規程の概要、提供するサービスの第 3 者評価の実施状況等の利用申込者がサービスを

◆過去の指摘事項 

〇感染症対策マニュアルの中にレジオネラ症、腸管出血大腸菌感染症の項目がなかった。 

〇感染対策マニュアルがひな形をそのまま使用しただけだった。 

 

◆過去の指摘事項 
特養の区画をショートステイ利用で使用したり、ショートステイの区画を特養入居で使用したりし
ている箇所があった。 

◆過去の指摘事項 

〇ユニット数、ユニットごとの入居定員について記載されていなかった。 

〇サービスの内容については、送迎の有無について含めること。 

〇緊急時の対応の記載において、協力医療機関の記載が誤ったものになっていた。 
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選択するために必要な事項について、わかりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付する必

要がある。療養諸侯加算及びインフルエンザの予防接種に係る費用について、重要事項説明書に

記載して説明を行うこと。 

 

 

 

事故発生時の対応（平成 11 厚生省令第 37 号第 37 条） 

 入所者に事故が発生した場合は、速やかに市町村、家族等に連絡を行うとともに、必要な措置

を講じること。 

 

 

 

掲示（平成 11 年厚生省令第 37 号第 33 条） 

施設の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力病院、利用料その他のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。 

 

 

 

 

 

 

 

短期入所生活介護計画の作成（平成 11 年厚生省令第 37 号第 129 条） 

 短期入所生活介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説

明し、利用者の同意を得ること 

  

 

 

 

 

 

秘密保持等（平成 11 年厚生省令第 37 号第 33 条） 

指定短期入所生活介護事業所の従業者は正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者又はそ

の家族の秘密を漏らしてはならない。 

2 指定短期入所生活介護事業者は、従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り

得た入所者又はその家族の秘密をもらすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆過去の指摘事項 

〇従業者の一部（医師）の秘密保持誓約書がなかった。また、秘密保持の誓約書に、家族の秘密保持

についての記載がなかった。 

〇医師から、入所者及びその家族の秘密保持のための誓約書をとっていなかった。 

◆過去の指摘事項 

○従業員の勤務体制の掲示に、介護老人福祉施設とケアハウスの介護支援専門員を混在して記載して

いた。また、利用料金の掲示に、具体的な加算の表示がなかった 

◆過去の指摘事項 

○短期入所生活介護計画に利用者又はその家族の同意の日付が記入されていないものが散見された。 

 

◆過去の指摘事項 

〇重要事項説明書において、療養床加算及びインフルエンザの予防接種に係る費用の説明がされていなかっ

た 

○施設での事故により病院受診に至ったケースがあるが、市町村への報告がされていなかった 
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（3）介護報酬関係 

 

介護職員処遇改善加算 

 処遇改善計画書の内容について、職員全員にいきわたるよう、資料配布や掲示等により周知を

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

送迎加算 老企第 40 号第 2 の 2（15）】 

送迎加算を算定する際は、利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う事の必要

性を記録すること。 

 

 

 

 

（4）その他関係法令 

 

社会福祉士及び介護福祉士法（社会福祉士及び介護福祉士法第３１条 第４２条 

 介護福祉士は、登録を受けた事項（氏名、生年月日その他厚生労働省で定める事項）に変更

があったときは、遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならいない。 

 登録特定行為事業者は、登録した内容に変更があったときには、遅滞なくその旨を県に届け

出ること。 

 

 

 

 

 

労働安全衛生法（第 66 条の３） 

 従業者の健康診断書の結果については、健康診断個人表を作成し、それぞれの健康診断で定め

られた期間、保存しておくこと。 

また、深夜業務に従事する労働者に対し、当該業務への配置換えの際、又は 6 月以内に 1回、

定期的に健康診断を実施すること。 

 

 

 

 

 

◆過去の指摘事項 

○氏名が変更になったにも関わらず、介護福祉士の資格者証の変更が行われていない。 

〇登録特定行為従事者に変更が生じているが、県への届出がなされていない。 

◆過去の指摘事項 

○処遇改善計画書の職員への周知が、職員会議での口頭説明のみであり、周知できているとは言えな

い。 

〇賃金改善に関する計画書を介護職員に周知していなかった。 

◆過去の指摘事項 

○定期健康診断として個人で受診した健康診査について、結果を保管していなかった。 

また、夜勤従事者について６カ月に１回の健康診断が実施されていなかった。 

◆過去の指摘事項 

○送迎を行う理由が記録されていなかった。 
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８ その他（参考資料） 

                                

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

(平成 11 年 3 月 31 日) 

(厚生省令第三十七号) 

介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第四十二条第一項第二号並びに第七十四条第一項及び第二項の規定

に基づき、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を次のように定める。 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

～（途中省略）～ 

第九章 短期入所生活介護 

第一節 基本方針(第百二十条) 

第二節 人員に関する基準(第百二十一条・第百二十二条) 

第三節 設備に関する基準(第百二十三条・第百二十四条) 

第四節 運営に関する基準(第百二十五条―第百四十条) 

第五節 ユニット型指定短期入所生活介護の事業の基本方針並びに設備及び運営に関する基準 

第一款 この節の趣旨及び基本方針(第百四十条の二・第百四十条の三) 

第二款 設備に関する基準(第百四十条の四・第百四十条の五) 

第三款 運営に関する基準(第百四十条の六―第百四十条の十三) 

第六節 共生型居宅サービスに関する基準(第百四十条の十四―第百四十条の二十五) 

第七節 基準該当居宅サービスに関する基準(第百四十条の二十六―第百四十条の三十二) 

附則 

第一章 総則 

(趣旨) 

第一条 基準該当居宅サービスの事業に係る介護保険法(平成九年法律第百二十三号。以下「法」という。)第

四十二条第二項の厚生労働省令で定める基準、共生型居宅サービスの事業に係る法第七十二条の二第二項の

厚生労働省令で定める基準及び指定居宅サービスの事業に係る法第七十四条第三項の厚生労働省令で定める

基準は、次の各号に掲げる基準に応じ、それぞれ当該各号に定める基準とする。 

一 法第四十二条第一項第二号の規定により、同条第二項第一号に掲げる事項について都道府県(地方自治

法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十九第一項の指定都市(以下「指定都市」という。)

及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市(以下「中核市」という。)にあっては、指定都市又は

中核市。以下この条において同じ。)が条例を定めるに当たって従うべき基準 第四十条、第四十一条、

第五十条第四号(第五十八条において準用する場合に限る。)、第五十五条、第五十六条、第百六条、第

百七条、第百三十条第六項(第百四十条の三十二において準用する場合に限る。)、第百四十条の二十

七、第百四十条の二十八、第百九十五条(第二百六条において準用する場合に限る。)及び第二百五条の

二の規定による基準 

二 法第四十二条第一項第二号の規定により、同条第二項第二号に掲げる事項について都道府県が条例を定

めるに当たって従うべき基準 第百四十条の三十第一項第一号及び第二項第一号ロの規定による基準 
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三 法第四十二条第一項第二号の規定により、同条第二項第三号に掲げる事項について都道府県が条例を定

めるに当たって従うべき基準 第八条第一項(第四十三条、第五十八条、第百九条及び第二百六条におい

て準用する場合に限る。)、第九条(第四十三条、第五十八条、第百九条、第百四十条の三十二及び第二

百六条において準用する場合に限る。)、第三十三条(第四十三条、第五十八条、第百九条、第百四十条

の三十二及び第二百六条において準用する場合に限る。)、第三十七条(第四十三条、第五十八条、第百

四十条の三十二及び第二百六条において準用する場合に限る。)、第四十二条の二、第百四条の二(第百

九条において準用する場合に限る。)、第百二十五条第一項(第百四十条の三十二において準用する場合

に限る。)、第百二十八条第四項及び第五項(第百四十条の三十二において準用する場合に限る。)並びに

第百三十条第七項(第百四十条の三十二において準用する場合に限る。)の規定による基準 

四 法第四十二条第一項第二号の規定により、同条第二項第四号に掲げる事項について都道府県が条例を定

めるに当たって標準とすべき基準 第百四十条の二十九の規定による基準 

五 法第七十二条の二第一項第一号の規定により、同条第二項第一号に掲げる事項について都道府県が条例

を定めるに当たって従うべき基準 第五条第二項から第六項まで(第三十九条の三において準用する場合

に限る。)、第六条(第三十九条の三において準用する場合に限る。)、第三十九条の二第一号、第九十四

条(第百五条の三において準用する場合に限る。)、第百五条の二第一号、第百二十二条(第百四十条の十

五において準用する場合に限る。)、第百三十条第六項(第百四十条の十五において準用する場合に限

る。)及び第百四十条の十四第二号の規定による基準 

六 法第七十二条の二第一項第二号の規定により、同条第二項第二号に掲げる事項について都道府県が条例

を定めるに当たって従うべき基準 第百四十条の十四第一号の規定による基準 

七 法第七十二条の二第一項第二号の規定により、同条第二項第三号に掲げる事項について都道府県が条例

を定めるに当たって従うべき基準 第八条第一項(第三十九条の三及び第百五条の三において準用する場

合に限る。)、第九条(第三十九条の三、第百五条の三及び第百四十条の十五において準用する場合に限

る。)、第二十五条(第三十九条の三において準用する場合に限る。)、第三十三条(第三十九条の三、第

百五条の三及び第百四十条の十五において準用する場合に限る。)、第三十七条(第三十九条の三及び第

百四十条の十五において準用する場合に限る。)、第百四条の二(第百五条の三において準用する場合に

限る。)、第百二十五条第一項(第百四十条の十五において準用する場合に限る。)、第百二十八条第四項

及び第五項(第百四十条の十五において準用する場合に限る。)並びに第百三十条第七項(第百四十条の十

五において準用する場合に限る。)の規定による基準 

八 法第七十四条第一項の規定により、同条第三項第一号に掲げる事項について都道府県が条例を定めるに

当たって従うべき基準 第五条、第六条、第四十五条、第四十六条、第五十条第四号、第六十条、第六

十一条、第七十六条、第八十五条、第九十三条、第九十四条、第百十一条、第百二十一条、第百二十二

条、第百三十条第六項、第百四十条の八第七項、第百四十条の十一の二第二項及び第三項、第百四十二

条、第百五十五条の十の二第二項及び第三項、第百七十五条、第百七十六条、第百九十二条の四、第百

九十二条の五、第百九十四条、第百九十五条、第二百八条並びに第二百九条並びに附則第十四条及び附

則第十五条の規定による基準 

九 法第七十四条第二項の規定により、同条第三項第二号に掲げる事項について都道府県が条例を定めるに

当たって従うべき基準 第百十二条第一項、第百二十四条第三項第一号及び第六項第一号ロ、第百四十

条の四第六項第一号イ(3)(床面積に係る部分に限る。)、第百四十三条第一項第一号(療養室に係る部分

に限る。)、第二号(病室に係る部分に限る。)、第三号(病室に係る部分に限る。)、第四号イ(病室に係

る部分に限る。)及び第五号(療養室に係る部分に限る。)並びに第百五十五条の四第一項第一号(療養室
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に係る部分に限る。)、第二号から第四号まで(病室に係る部分に限る。)及び第五号(療養室に係る部分

に限る。)並びに附則第三条(第百二十四条第六項第一号ロに係る部分に限る。)、附則第八条及び附則第

十二条の規定による基準 

十 法第七十四条第二項の規定により、同条第三項第三号に掲げる事項について都道府県が条例を定めるに

当たって従うべき基準 第八条第一項(第五十四条、第七十四条、第八十三条、第九十一条、第百五条、

第百十九条、第二百五条及び第二百十六条において準用する場合を含む。)、第九条(第五十四条、第七

十四条、第八十三条、第九十一条、第百五条、第百十九条、第百四十条(第百四十条の十三において準用

する場合を含む。)、第百五十五条(第百五十五条の十二において準用する場合を含む。)、第二百五条及

び第二百十六条において準用する場合を含む。)、第二十五条、第三十三条(第五十四条、第七十四条、

第八十三条、第九十一条、第百五条、第百十九条、第百四十条(第百四十条の十三において準用する場合

を含む。)、第百五十五条(第百五十五条の十二において準用する場合を含む。)、第百九十二条、第百九

十二条の十二、第二百五条及び第二百十六条において準用する場合を含む。)、第三十七条(第五十四

条、第七十四条、第八十三条、第九十一条、第百十九条、第百四十条(第百四十条の十三において準用す

る場合を含む。)、第百五十五条(第百五十五条の十二において準用する場合を含む。)、第百九十二条、

第百九十二条の十二、第二百五条及び第二百十六条において準用する場合を含む。)、第六十九条(訪問

看護計画書及び訪問看護報告書の提出に係る部分を除く。)、第七十一条、第百四条の二、第百二十五条

第一項(第百四十条の十三及び第百五十五条(第百五十五の十二において準用する場合を含む。)において

準用する場合を含む。)、第百二十八条第四項及び第五項、第百三十条第七項、第百四十条の七第六項及

び第七項、第百四十条の八第八項、第百四十六条第四項及び第五項、第百四十八条(第百五十五条の十二

において準用する場合を含む。)、第百五十条第六項、第百五十五条の六第六項及び第七項、第百五十五

条の七第七項、第百七十八条第一項から第三項まで、第百七十九条第一項(第百九十二条の十二において

準用する場合を含む。)及び第二項(第百九十二条の十二において準用する場合を含む。)、第百八十三条

第四項から第六項まで(第百九十二条の十二において準用する場合を含む。)並びに第百九十二条の七第

一項から第三項までの規定による基準 

十一 法第七十四条第二項の規定により、同条第三項第四号に掲げる事項について都道府県が条例を定める

に当たって標準とすべき基準 第百二十三条(第百四十条の五において準用する場合を含む。)の規定に

よる基準 

十二 法第四十二条第一項第二号、第七十二条の二第一項各号又は第七十四条第一項若しくは第二項の規定

により、法第四十二条第二項各号、第七十二条の二第二項各号及び第七十四条第三項各号に掲げる事項

以外の事項について、都道府県が条例を定めるに当たって参酌すべき基準 この省令で定める基準のう

ち、前各号に定める基準以外のもの 

(平二三厚労令一二七・全改、平二四厚労令一一・平二七厚労令四・平二八厚労令一四・平三〇厚

労令四・一部改正) 

(定義) 

第二条 この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 居宅サービス事業者 法第八条第一項に規定する居宅サービス事業を行う者をいう。 

二 指定居宅サービス事業者又は指定居宅サービス それぞれ法第四十一条第一項に規定する指定居宅サー

ビス事業者又は指定居宅サービスをいう。 

三 利用料 法第四十一条第一項に規定する居宅介護サービス費の支給の対象となる費用に係る対価をい

う。 
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四 居宅介護サービス費用基準額 法第四十一条第四項第一号又は第二号に規定する厚生労働大臣が定める

基準により算定した費用の額(その額が現に当該指定居宅サービスに要した費用の額を超えるときは、当

該現に指定居宅サービスに要した費用の額とする。)をいう。 

五 法定代理受領サービス 法第四十一条第六項の規定により居宅介護サービス費が利用者に代わり当該指

定居宅サービス事業者に支払われる場合の当該居宅介護サービス費に係る指定居宅サービスをいう。 

六 基準該当居宅サービス 法第四十二条第一項第二号に規定する基準該当居宅サービスをいう。 

七 共生型居宅サービス 法第七十二条の二第一項の申請に係る法第四十一条第一項本文の指定を受けた者

による指定居宅サービスをいう。 

八 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時

間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

(平一二厚令一二七・平一八厚労令三三・平三〇厚労令四・一部改正) 

(指定居宅サービスの事業の一般原則) 

第三条 指定居宅サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービス

の提供に努めなければならない。 

２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視

し、市町村(特別区を含む。以下同じ。)、他の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サー

ビスを提供する者との連携に努めなければならない。～（途中省略）～ 

 (基本方針) 

第百二十条 指定居宅サービスに該当する短期入所生活介護(以下「指定短期入所生活介護」という。)の事業

は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び

機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減

を図るものでなければならない。 

(平一八厚労令三三・一部改正) 

 

第二節 人員に関する基準 

(従業者の員数) 

第百二十一条 指定短期入所生活介護の事業を行う者（以下「指定短期入所生活介護事業者」という。）が

当該事業を行う事業所（以下「指定短期入所生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定短期入所生活

介護の提供に当たる従業者（以下この節から第五節までにおいて「短期入所生活介護従業者」という。）の

員数は、次のとおりとする。ただし、利用定員（当該指定短期入所生活介護事業所において同時に指定短期

入所生活介護の提供を受けることができる利用者（当該指定短期入所生活介護事業者が指定介護予防短期入

所生活介護事業者（指定介護予防サービス等基準第百二十九条第一項に規定する指定介護予防短期入所生活

介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定短期入所生活介護の事業と指定介護予防

短期入所生活介護（指定介護予防サービス等基準第百二十八条に規定する指定介護予防短期入所生活介護を

いう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所

における指定短期入所生活介護又は指定介護予防短期入所生活介護の利用者。以下この節及び次節並びに第

百三十八条において同じ。）の数の上限をいう。以下この節から第四節までにおいて同じ。）が四十人を超

えない指定短期入所生活介護事業所にあっては、他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当
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該指定短期入所生活介護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障

がないときは、第四号の栄養士を置かないことができる。 

一 医師 一以上 

二 生活相談員 常勤換算方法で、利用者の数が百又はその端数を増すごとに一以上 

三 介護職員又は看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 常勤換算方法

で、利用者の数が三又はその端数を増すごとに一以上 

四 栄養士 一以上 

五 機能訓練指導員 一以上 

六 調理員その他の従業者 当該指定短期入所生活介護事業所の実情に応じた適当数 

２ 特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の五に規定する特別養護

老人ホームをいう。以下同じ。）であって、その全部又は一部が入所者に利用されていない居室を利用して

指定短期入所生活介護の事業を行うものに置くべき前項各号に掲げる短期入所生活介護従業者の員数は、同

項の規定にかかわらず、これらの従業者について利用者を当該特別養護老人ホームの入所者とみなした場合

における同法に規定する特別養護老人ホームとして必要とされる数が確保されるために必要な数以上とす

る。 

３ 第一項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。 

４ 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム（老人福祉法第二十条の四に規定する養護老人ホームをいう。以

下同じ。）、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施

設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設（以下「特別養護老人ホー

ム等」という。）に併設される指定短期入所生活介護事業所であって、当該特別養護老人ホーム等と一体的

に運営が行われるもの（以下「併設事業所」という。）については、老人福祉法、医療法（昭和二十三年法

律第二百五号）又は法に規定する特別養護老人ホーム等として必要とされる数の従業者に加えて、第一項各

号に掲げる短期入所生活介護従業者を確保するものとする。 

５ 第一項第二号の生活相談員のうち一人以上は、常勤でなければならない。また、同項第三号の介護職員

又は看護職員のうち一人以上は、常勤でなければならない。ただし、利用定員が二十人未満である併設事業

所の場合にあっては、生活相談員、介護職員及び看護職員のいずれも常勤で配置しないことができる。 

６ 指定短期入所生活介護事業者は、第一項第三号の規定により看護職員を配置しなかった場合であって

も、利用者の状態像に応じて必要がある場合には、病院、診療所又は指定訪問看護ステーション（併設事業

所にあっては、当該併設事業所を併設する特別養護老人ホーム等（以下この章において「併設本体施設」と

いう。）を含む。）との密接な連携により看護職員を確保することとする。 

７ 第一項第五号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う

能力を有する者とし、当該指定短期入所生活介護事業所の他の職務に従事することができるものとする。 

８ 指定短期入所生活介護事業者が指定介護予防短期入所生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定

短期入所生活介護の事業と指定介護予防短期入所生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合については、指定介護予防サービス等基準第百二十九条第一項から第七項までに規定する人員

に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

(管理者) 

第百二十二条 指定短期入所生活介護事業者は、指定短期入所生活介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定短期入所生活介護事業所の管理上支障がない場合は、
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当該指定短期入所生活介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に

従事することができるものとする。 

(平一二厚令三七・一部改正) 

 

第三節 設備に関する基準 

(利用定員等) 

第百二十三条 指定短期入所生活介護事業所は、その利用定員を二十人以上とし、指定短期入所生活介護の事

業の専用の居室を設けるものとする。ただし、第百二十一条第二項の適用を受ける特別養護老人ホームの場

合にあっては、この限りでない。 

２ 併設事業所の場合又は指定短期入所生活介護事業所(ユニット型指定短期入所生活介護事業所(第百四十条

の四に規定するユニット型指定短期入所生活介護事業所をいう。以下この項において同じ。)を除く。)とユ

ニット型指定短期入所生活介護事業所とが併設され一体的に運営される場合であって、それらの利用定員の

総数が二十人以上である場合にあっては、前項本文の規定にかかわらず、その利用定員を二十人未満とする

ことができる。 

３ 指定短期入所生活介護事業者が指定介護予防短期入所生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定短

期入所生活介護の事業と指定介護予防短期入所生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合については、指定介護予防サービス等基準第百三十一条第一項及び第二項に規定する利用定員等

に関する基準を満たすことをもって、前二項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

(平一八厚労令三三・平二三厚労令一〇六・一部改正) 

(設備及び備品等) 

第百二十四条 指定短期入所生活介護事業所の建物(利用者の日常生活のために使用しない附属の建物を除

く。)は、耐火建築物(建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第二条第九号の二に規定する耐火建築物を

いう。以下同じ。)でなければならない。ただし、次の各号のいずれかの要件を満たす二階建て又は平屋建

ての指定短期入所生活介護事業所の建物にあっては、準耐火建築物(同条第九号の三に規定する準耐火建築

物をいう。以下同じ。)とすることができる。 

一 居室その他の利用者の日常生活に充てられる場所(以下「居室等」という。)を二階及び地階のいずれに

も設けていないこと。 

二 居室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要件の全てを満たすこと。 

イ 当該指定短期入所生活介護事業所の所在地を管轄する消防長(消防本部を設置しない市町村にあって

は、市町村長。以下同じ。)又は消防署長と相談の上、第百四十条において準用する第百三条に規定

する計画に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。 

ロ 第百四十条において準用する第百三条に規定する訓練については、同条に規定する計画に従い、昼

間及び夜間において行うこと。 

ハ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備する

こと。 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有する者の意見を

聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての指定短期入所生活介護事業所の建物であっ

て、火災に係る利用者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は準耐火建築物とすること

を要しない。 
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一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそ

れがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能

なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能

な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の

円滑な避難が可能なものであること。 

３ 指定短期入所生活介護事業所には、次の各号に掲げる設備を設けるとともに、指定短期入所生活介護を提

供するために必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。ただし、他の社会福祉施設等の設備

を利用することにより、当該社会福祉施設等及び当該指定短期入所生活介護事業所の効率的運営が可能であ

り、当該社会福祉施設等の入所者等及び当該指定短期入所生活介護事業所の利用者の処遇に支障がない場合

は、居室、便所、洗面設備、静養室、介護職員室及び看護職員室を除き、これらの設備を設けないことがで

きる。 

一 居室 

二 食堂 

三 機能訓練室 

四 浴室 

五 便所 

六 洗面設備 

七 医務室 

八 静養室 

九 面談室 

十 介護職員室 

十一 看護職員室 

十二 調理室 

十三 洗濯室又は洗濯場 

十四 汚物処理室 

十五 介護材料室 

４ 併設事業所の場合にあっては、前項の規定にかかわらず、当該併設事業所及び当該併設事業所を併設する

特別養護老人ホーム等(以下この章において「併設本体施設」という。)の効率的運営が可能であり、かつ、

当該併設事業所の利用者及び当該併設本体施設の入所者又は入院患者の処遇に支障がないときは、当該併設

本体施設の前項各号に掲げる設備(居室を除く。)を指定短期入所生活介護の事業の用に供することができる

ものとする。 

５ 第百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老人ホームの場合にあっては、第三項及び第七項第一

号の規定にかかわらず、老人福祉法に規定する特別養護老人ホームとして必要とされる設備を有することで

足りるものとする。 

６ 第三項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

一 居室 

イ 一の居室の定員は、四人以下とすること。 

ロ 利用者一人当たりの床面積は、十・六五平方メートル以上とすること。 
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ハ 日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災等について十分考慮すること。 

二 食堂及び機能訓練室 

イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は、三平方メー

トルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障がない広さを確保で

き、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場

所とすることができる。 

三 浴室 

要介護者が入浴するのに適したものとすること。 

四 便所 

要介護者が使用するのに適したものとすること。 

五 洗面設備 

要介護者が使用するのに適したものとすること。 

７ 前各項に規定するもののほか、指定短期入所生活介護事業所の構造設備の基準は、次のとおりとする。 

一 廊下の幅は、一・八メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、二・七メートル以上とするこ

と。 

二 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 

三 階段の傾斜を緩やかにすること。 

四 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

五 居室、機能訓練室、食堂、浴室及び静養室が二階以上の階にある場合は、一以上の傾斜路を設けるこ

と。ただし、エレベーターを設けるときは、この限りでない。 

８ 指定短期入所生活介護事業者が指定介護予防短期入所生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定短

期入所生活介護の事業と指定介護予防短期入所生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合については、指定介護予防サービス等基準第百三十二条第一項から第七項までに規定する設備に

関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

(平一五厚労令二八・平一八厚労令三三・平一八厚労令一五六・平二四厚労令一一・平二四厚労令

五三・平二七厚労令四・一部改正) 

 

第四節 運営に関する基準 

(内容及び手続の説明及び同意) 

第百二十五条 指定短期入所生活介護事業者は、指定短期入所生活介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利

用申込者又はその家族に対し、第百三十七条に規定する運営規程の概要、短期入所生活介護従業者の勤務の

体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行

い、サービスの内容及び利用期間等について利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 第八条第二項から第六項までの規定は、前項の規定による文書の交付について準用する。 

(平一三厚労令三六・一部改正) 

(指定短期入所生活介護の開始及び終了) 

第百二十六条 指定短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況により、若しくはその家族の疾病、冠婚

葬祭、出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るために、一時的に

居宅において日常生活を営むのに支障がある者を対象に、指定短期入所生活介護を提供するものとする。 
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２ 指定短期入所生活介護事業者は、居宅介護支援事業者等との密接な連携により、指定短期入所生活介護の

提供の開始前から終了後に至るまで利用者が継続的に保健医療サービス又は福祉サービスを利用できるよう

必要な援助に努めなければならない。 

(平三〇厚労令四・一部改正) 

(利用料等の受領) 

第百二十七条 指定短期入所生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定短期入所生活介護を提

供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定短期入所生活介護に係る居宅介護サービス費

用基準額から当該指定短期入所生活介護事業者に支払われる居宅介護サービス費の額を控除して得た額の支

払を受けるものとする。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定短期入所生活介護を提供した際

にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定短期入所生活介護に係る居宅介護サービス費用基準額と

の間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定短期入所生活介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利

用者から受けることができる。 

一 食事の提供に要する費用(法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に

支給された場合は、同条第二項第一号に規定する食費の基準費用額(同条第四項の規定により当該特定入

所者介護サービス費が利用者に代わり当該指定短期入所生活介護事業者に支払われた場合は、同条第二

項第一号に規定する食費の負担限度額)を限度とする。) 

二 滞在に要する費用(法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給さ

れた場合は、同条第二項第二号に規定する居住費の基準費用額(同条第四項の規定により当該特定入所者

介護サービス費が利用者に代わり当該指定短期入所生活介護事業者に支払われた場合は、同条第二項第

二号に規定する居住費の負担限度額)を限度とする。) 

三 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

四 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

五 送迎に要する費用(厚生労働大臣が別に定める場合を除く。) 

六 理美容代 

七 前各号に掲げるもののほか、指定短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活において

も通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの 

４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるものとす

る。 

５ 指定短期入所生活介護事業者は、第三項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利

用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、利用者の同意

を得なければならない。ただし、同項第一号から第四号までに掲げる費用に係る同意については、文書によ

るものとする。 

(平一二厚令一二七・平一七厚労令一三九・平一八厚労令三三・平二〇厚労令七七・一部改正) 

(指定短期入所生活介護の取扱方針) 

第百二十八条 指定短期入所生活介護事業者は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認

知症の状況等利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当適切に行わなければならない。 
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２ 指定短期入所生活介護は、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者については、次条第一項に規定

する短期入所生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行われなければならな

い。 

３ 短期入所生活介護従業者は、指定短期入所生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又は

その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければならない。 

４ 指定短期入所生活介護事業者は、指定短期入所生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為(以下「身体的拘束等」という。)を行ってはならない。 

５ 指定短期入所生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

６ 指定短期入所生活介護事業者は、自らその提供する指定短期入所生活介護の質の評価を行い、常にその改

善を図らなければならない。 

(平一五厚労令二八・平一七厚労令一〇四・一部改正) 

(短期入所生活介護計画の作成) 

第百二十九条 指定短期入所生活介護事業所の管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定

される利用者については、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、指定短期入所

生活介護の提供の開始前から終了後に至るまでの利用者が利用するサービスの継続性に配慮して、他の短期

入所生活介護従業者と協議の上、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を

記載した短期入所生活介護計画を作成しなければならない。 

２ 短期入所生活介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成

しなければならない。 

３ 指定短期入所生活介護事業所の管理者は、短期入所生活介護計画の作成に当たっては、その内容について

利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

４ 指定短期入所生活介護事業所の管理者は、短期入所生活介護計画を作成した際には、当該短期入所生活介

護計画を利用者に交付しなければならない。 

(平一五厚労令二八・一部改正) 

(介護) 

第百三十条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切

な技術をもって行われなければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、一週間に二回以上、適切な方法により、利用者を入浴させ、又は清しき

しなければならない。 

３ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立について

必要な援助を行わなければならない。 

４ 指定短期入所生活介護事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えなければ

ならない。 

５ 指定短期入所生活介護事業者は、前各項に定めるほか、利用者に対し、離床、着替え、整容その他日常生

活上の世話を適切に行わなければならない。 

６ 指定短期入所生活介護事業者は、常時一人以上の介護職員を介護に従事させなければならない。 

７ 指定短期入所生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、当該指定短期入所生活介護

事業所の従業者以外の者による介護を受けさせてはならない。 
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(平一五厚労令二八・一部改正) 

(食事) 

第百三十一条 指定短期入所生活介護事業者は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜
し
好を考慮した食事を、

適切な時間に提供しなければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者が可能な限り離床して、食堂で食事を摂ることを支援しなければ

ならない。 

(平一五厚労令二八・全改) 

(機能訓練) 

第百三十二条 指定短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況等を踏まえ、必要に応じて日常生活を送

る上で必要な生活機能の改善又は維持のための機能訓練を行わなければならない。 

(健康管理) 

第百三十三条 指定短期入所生活介護事業所の医師及び看護職員は、常に利用者の健康の状況に注意するとと

もに、健康保持のための適切な措置をとらなければならない。 

(平二〇厚労令七七・一部改正) 

(相談及び援助) 

第百三十四条 指定短期入所生活介護事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な

把握に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行

わなければならない。 

(その他のサービスの提供) 

第百三十五条 指定短期入所生活介護事業者は、教養娯楽設備等を備えるほか、適宜利用者のためのレクリエ

ーション行事を行わなければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めなければならない。 

(緊急時等の対応) 

第百三十六条 短期入所生活介護従業者は、現に指定短期入所生活介護の提供を行っているときに利用者に病

状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ指定短期入所生活介護事業

者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

(運営規程) 

第百三十七条 指定短期入所生活介護事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程(以

下この章において「運営規程」という。)を定めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 利用定員(第百二十一条第二項の適用を受ける特別養護老人ホームである場合を除く。) 

四 指定短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 

五 通常の送迎の実施地域 

六 サービス利用に当たっての留意事項 

七 緊急時等における対応方法 

八 非常災害対策 

九 虐待の防止のための措置に関する事項 

十 その他運営に関する重要事項 
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(定員の遵守) 

第百三十八条 指定短期入所生活介護事業者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対して同時に指定短期入

所生活介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りで

ない。 

一 第百二十一条第二項の適用を受ける特別養護老人ホームである指定短期入所生活介護事業所にあって

は、当該特別養護老人ホームの入所定員及び居室の定員を超えることとなる利用者数 

二 前号に該当しない指定短期入所生活介護事業所にあっては、利用定員及び居室の定員を超えることとな

る利用者数 

２ 利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に指定

短期入所生活介護を受けることが必要と認めた者に対し、居宅サービス計画において位置付けられていない

指定短期入所生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合にあっ

ては、前項の規定にかかわらず、前項各号に掲げる利用者数を超えて、静養室において指定短期入所生活介

護を行うことができるものとする。 

(平一八厚労令三三・平二七厚労令四・平三〇厚労令四・一部改正) 

(地域等との連携) 

第百三十九条 指定短期入所生活介護の事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携

及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

(記録の整備) 

第百三十九条の二 指定短期入所生活介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備して

おかなければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならない。 

一 短期入所生活介護計画 

二 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

三 第百二十八条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記録 

五 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記録 

六 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

（準用） 

第百四十条 第九条から第十三条まで、第十五条、第十六条、第十九条、第二十一条、第二十六条、第三十

条の二、第三十二条から第三十四条まで、第三十五条から第三十八条まで（第三十六条の二第二項を除

く。）、第五十二条、第百一条、第百三条及び第百四条は、指定短期入所生活介護の事業について準用

する。この場合において、第三十条の二第二項、第三十二条第一項並びに第三十七条の二第一号及び第

三号中「訪問介護員等」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と、第百一条第三項及び第四項並びに

第百四条第二項第一号及び第三号中「通所介護従業者」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と読み

替えるものとする。 

(平一五厚労令二八・追加) 
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第五節 ユニット型指定短期入所生活介護の事業の基本方針並びに設備及び運営に関する基準 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・改称) 

第一款 この節の趣旨及び基本方針 

(平一五厚労令二八・追加) 

(この節の趣旨) 

第百四十条の二 第一節、第三節及び前節の規定にかかわらず、ユニット型指定短期入所生活介護の事業(指

定短期入所生活介護の事業であって、その全部において少数の居室及び当該居室に近接して設けられる共同

生活室(当該居室の利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所をいう。以下この章において同じ。)

により一体的に構成される場所(以下この章において「ユニット」という。)ごとに利用者の日常生活が営ま

れ、これに対する支援が行われるものをいう。以下同じ。)の基本方針並びに設備及び運営に関する基準に

ついては、この節に定めるところによる。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・一部改正) 

(基本方針) 

第百四十条の三 ユニット型指定短期入所生活介護の事業は、利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用

前の居宅における生活と利用中の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて利用者

が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援することにより、利用者の心身の機能の維

持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・一部改正) 

第二款 設備に関する基準 

(平一五厚労令二八・追加) 

(設備及び備品等) 

第百四十条の四 ユニット型指定短期入所生活介護の事業を行う者(以下「ユニット型指定短期入所生活介護

事業者」という。)が当該事業を行う事業所(以下「ユニット型指定短期入所生活介護事業所」という。)の

建物(利用者の日常生活のために使用しない附属の建物を除く。)は、耐火建築物でなければならない。ただ

し、次の各号のいずれかの要件を満たす二階建て又は平屋建てのユニット型指定短期入所生活介護事業所の

建物にあっては、準耐火建築物とすることができる。 

一 居室等を二階及び地階のいずれにも設けていないこと。 

二 居室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要件の全てを満たすこと。 

イ 当該ユニット型指定短期入所生活介護事業所の所在地を管轄する消防長又は消防署長と相談の上、

第百四十条の十三において準用する第百四十条において準用する第百三条に規定する計画に利用者の

円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。 

ロ 第百四十条の十三において準用する第百四十条において準用する第百三条に規定する訓練について

は、同条に規定する計画に従い、昼間及び夜間において行うこと。 

ハ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備する

こと。 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有する者の意見を

聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建てのユニット型指定短期入所生活介護事業所の

建物であって、火災に係る利用者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は準耐火建築物

とすることを要しない。 
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一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそ

れがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能

なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能

な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の

円滑な避難が可能なものであること。 

３ ユニット型指定短期入所生活介護事業所には、次の各号に掲げる設備を設けるとともに、指定短期入所生

活介護を提供するために必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。ただし、他の社会福祉施

設等の設備を利用することにより、当該社会福祉施設等及び当該ユニット型指定短期入所生活介護事業所の

効率的運営が可能であり、当該社会福祉施設等の入所者等及び当該ユニット型指定短期入所生活介護事業所

の利用者へのサービスの提供に支障がない場合は、ユニットを除き、これらの設備を設けないことができ

る。 

一 ユニット 

二 浴室 

三 医務室 

四 調理室 

五 洗濯室又は洗濯場 

六 汚物処理室 

七 介護材料室 

４ 特別養護老人ホーム等に併設されるユニット型指定短期入所生活介護事業所であって、当該特別養護老人

ホーム等と一体的に運営が行われるもの(以下「併設ユニット型事業所」という。)にあっては、前項の規定

にかかわらず、当該併設ユニット型事業所及び当該併設ユニット型事業所を併設する特別養護老人ホーム等

(以下この節において「ユニット型事業所併設本体施設」という。)の効率的運営が可能であり、かつ、当該

併設ユニット型事業所の利用者及び当該ユニット型事業所併設本体施設の入所者又は入院患者に対するサー

ビスの提供上支障がないときは、当該ユニット型事業所併設本体施設の前項各号に掲げる設備(ユニットを

除く。)をユニット型指定短期入所生活介護の事業の用に供することができるものとする。 

５ 第百二十一条第二項の規定の適用を受けるユニット型特別養護老人ホーム(特別養護老人ホームの設備及

び運営に関する基準(平成十一年厚生省令第四十六号)第三十二条に規定するユニット型特別養護老人ホーム

をいう。以下同じ。)の場合にあっては、第三項及び第七項第一号の規定にかかわらず、ユニット型特別養

護老人ホームとして必要とされる設備を有することで足りるものとする。 

６ 第三項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

一 ユニット 

イ 居室 

(１) 一の居室の定員は、一人とすること。ただし、利用者への指定短期入所生活介護の提供上必要

と認められる場合は、二人とすることができる。 

(２) 居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接して一体的

に設けること。ただし、一のユニットの利用定員(当該ユニット型指定短期入所生活介護事業所に

おいて同時にユニット型指定短期入所生活介護の提供を受けることができる利用者(当該ユニット

型指定短期入所生活介護事業者がユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者(指定介護予防
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サービス等基準第百五十三条第一項に規定するユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者を

いう。以下同じ。)の指定を併せて受け、かつ、ユニット型指定短期入所生活介護の事業とユニッ

ト型指定介護予防短期入所生活介護の事業(指定介護予防サービス等基準第百五十一条に規定する

ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業をいう。以下同じ。)とが同一の事業所において

一体的に運営されている場合にあっては、ユニット型指定短期入所生活介護又はユニット型指定介

護予防短期入所生活介護の利用者。第百四十条の十二において同じ。)の数の上限をいう。以下こ

の節において同じ。)は、原則としておおむね十人以下とし、十五人を超えないものとする。 

(３) 利用者一人当たりの床面積は、十・六五平方メートル以上とすること。また、ユニットに属さ

ない居室を改修したものについては、利用者同士の視線の遮断の確保を前提にした上で、居室を隔

てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じても差し支えない。 

(４) 日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災等について十分考慮すること。 

ロ 共同生活室 

(１) 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者が交流し、共同

で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。 

(２) 一の共同生活室の床面積は、二平方メートルに当該共同生活室が属するユニットの利用定員を

乗じて得た面積以上を標準とすること。 

(３) 必要な設備及び備品を備えること。 

ハ 洗面設備 

(１) 居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

(２) 要介護者が使用するのに適したものとすること。 

ニ 便所 

(１) 居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

(２) 要介護者が使用するのに適したものとすること。 

二 浴室 

要介護者が入浴するのに適したものとすること。 

７ 前各項に規定するもののほか、ユニット型指定短期入所生活介護事業所の構造設備の基準は、次のとおり

とする。 

一 廊下の幅は、一・八メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、二・七メートル以上とするこ

と。なお、廊下の一部の幅を拡張することにより、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと

認められる場合には、一・五メートル以上(中廊下にあっては、一・八メートル以上)として差し支えな

い。 

二 廊下、共同生活室、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 

三 階段の傾斜を緩やかにすること。 

四 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

五 ユニット又は浴室が二階以上の階にある場合は、一以上の傾斜路を設けること。ただし、エレベーター

を設けるときは、この限りでない。 

８ ユニット型指定短期入所生活介護事業者がユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者の指定を併せ

て受け、かつ、ユニット型指定短期入所生活介護の事業とユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定介護予防サービス等基準第百五十
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三条第一項から第七項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満

たしているものとみなすことができる。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・平一八厚労令三三・平一八厚労令一五六・平二

四厚労令五三・一部改正) 

(準用) 

第百四十条の五 第百二十三条の規定は、ユニット型指定短期入所生活介護事業所について準用する。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・一部改正) 

第三款 運営に関する基準 

(平一五厚労令二八・追加) 

(利用料等の受領) 

第百四十条の六 ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定短期入所

生活介護を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定短期入所生活介護に係る居宅介

護サービス費用基準額から当該ユニット型指定短期入所生活介護事業者に支払われる居宅介護サービス費の

額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定短期入所生活介護を

提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定短期入所生活介護に係る居宅介護サービス費

用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、次に掲げる費用の額の支払

を受けることができる。 

一 食事の提供に要する費用(法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に

支給された場合は、同条第二項第一号に規定する食費の基準費用額(同条第四項の規定により当該特定入

所者介護サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定短期入所生活介護事業者に支払われた場合

は、同条第二項第一号に規定する食費の負担限度額)を限度とする。) 

二 滞在に要する費用(法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給さ

れた場合は、同条第二項第二号に規定する居住費の基準費用額(同条第四項の規定により当該特定入所者

介護サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定短期入所生活介護事業者に支払われた場合は、同

条第二項第二号に規定する居住費の負担限度額)を限度とする。) 

三 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

四 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

五 送迎に要する費用(厚生労働大臣が別に定める場合を除く。) 

六 理美容代 

七 前各号に掲げるもののほか、指定短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活において

も通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの 

４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるものとす

る。 

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、第三項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あら

かじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、利



- 58 - 
 

用者の同意を得なければならない。ただし、同項第一号から第四号までに掲げる費用に係る同意について

は、文書によるものとする。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・平一八厚労令三三・平二〇厚労令七七・一部改

正) 

(指定短期入所生活介護の取扱方針) 

第百四十条の七 指定短期入所生活介護は、利用者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習

慣に沿って自律的な日常生活を営むことができるようにするため、利用者の日常生活上の活動について必要

な援助を行うことにより、利用者の日常生活を支援するものとして行われなければならない。 

２ 指定短期入所生活介護は、各ユニットにおいて利用者がそれぞれの役割を持って生活を営むことができる

よう配慮して行われなければならない。 

３ 指定短期入所生活介護は、利用者のプライバシーの確保に配慮して行われなければならない。 

４ 指定短期入所生活介護は、利用者の自立した生活を支援することを基本として、利用者の要介護状態の軽

減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を常に把握しながら、適切に行われなければならな

い。 

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業所の従業者は、指定短期入所生活介護の提供に当たって、利用者又

はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければならない。 

６ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、指定短期入所生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならな

い。 

７ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

８ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、自らその提供する指定短期入所生活介護の質の評価を行い、

常にその改善を図らなければならない。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・一部改正) 

(介護) 

第百四十条の八 介護は、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むこ

とを支援するよう、利用者の心身の状況等に応じ、適切な技術をもって行われなければならない。 

２ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、利用者の日常生活における家事を、利用者が、その心身の状

況等に応じて、それぞれの役割を持って行うよう適切に支援しなければならない。 

３ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、利用者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むこ

とができるよう、適切な方法により、利用者に入浴の機会を提供しなければならない。ただし、やむを得な

い場合には、清しきを行うことをもって入浴の機会の提供に代えることができる。 

４ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、排せつの

自立について必要な支援を行わなければならない。 

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者については、排せつの自

立を図りつつ、そのおむつを適切に取り替えなければならない。 

６ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、前各項に定めるほか、利用者が行う離床、着替え、整容等の

日常生活上の行為を適切に支援しなければならない。 

７ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、常時一人以上の介護職員を介護に従事させなければならな

い。 
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８ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、当該ユニット型

指定短期入所生活介護事業所の従業者以外の者による介護を受けさせてはならない。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・一部改正) 

(食事) 

第百四十条の九 ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜
し
好を考慮

した食事を提供しなければならない。 

２ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、食事の自

立について必要な支援を行わなければならない。 

３ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、利用者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供すると

ともに、利用者がその心身の状況に応じてできる限り自立して食事を摂ることができるよう必要な時間を確

保しなければならない。 

４ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、利用者が相互に社会的関係を築くことができるよう、その意

思を尊重しつつ、利用者が共同生活室で食事を摂ることを支援しなければならない。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・一部改正) 

(その他のサービスの提供) 

第百四十条の十 ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、利用者の嗜
し
好に応じた趣味、教養又は娯楽に係

る活動の機会を提供するとともに、利用者が自律的に行うこれらの活動を支援しなければならない。 

２ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めなければならな

い。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・一部改正) 

(運営規程) 

第百四十条の十一 ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に

関する規程を定めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 利用定員(第百二十一条第二項の規定の適用を受けるユニット型特別養護老人ホームである場合を除

く。) 

四 ユニットの数及びユニットごとの利用定員(第百二十一条第二項の規定の適用を受けるユニット型特別

養護老人ホームである場合を除く。) 

五 指定短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 

六 通常の送迎の実施地域 

七 サービス利用に当たっての留意事項 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 その他運営に関する重要事項 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・一部改正) 
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(勤務体制の確保等) 

第百四十条の十一の二 ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対し適切なユニット型指定短期

入所生活介護を提供できるよう、ユニット型指定短期入所生活介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定め

ておかなければならない。 

２ 前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、次の各号に定める職員配置を行わなければならない。 

一 昼間については、ユニットごとに常時一人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。 

二 夜間及び深夜については、二ユニットごとに一人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に

従事する職員として配置すること。 

三 ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

３ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、ユニット型指定短期入所生活介護事業所ごとに、当該ユニッ

ト型指定短期入所生活介護事業所の従業者によってユニット型指定短期入所生活介護を提供しなければなら

ない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

４ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、短期入所生活介護従業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。その際、当該ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、全ての短期入所

生活介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第八条第二項に規定する政令で定め

る者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講さ

せるために必要な措置を講じなければならない。 

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、適切なユニット型指定短期入所生活介護の提供を確保する観

点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより短期入所生活介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確

化等の必要な措置を講じなければならない。 

(定員の遵守) 

第百四十条の十二 ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対して同

時に指定短期入所生活介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合

は、この限りでない。 

一 第百二十一条第二項の規定の適用を受けるユニット型特別養護老人ホームであるユニット型指定短期入

所生活介護事業所にあっては、当該ユニット型特別養護老人ホームのユニットごとの入居定員及び居室

の定員を超えることとなる利用者数 

二 前号に該当しないユニット型指定短期入所生活介護事業所にあっては、ユニットごとの利用定員及び居

室の定員を超えることとなる利用者数 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・平一八厚労令三三・一部改正) 

(準用) 

第百四十条の十三 第百二十五条、第百二十六条、第百二十九条、第百三十二条から第百三十四条まで、第百

三十六条及び第百三十九条から第百四十条(第百一条の準用に係る部分を除く。)までの規定は、ユニット型

指定短期入所生活介護の事業について準用する。この場合において、第百二十五条第一項中「第百三十七条

に規定する運営規程」とあるのは「第百四十条の十一に規定する重要事項に関する規程」と、第百三十九条

の二第二項第二号中「次条」とあるのは「第百四十条の十三において準用する第百四十条」と、同項第三号

中「第百二十八条第五項」とあるのは「第百四十条の七第七項」と、同項第四号から第六号までの規定中

「次条」とあるのは「第百四十条の十三において準用する第百四十条」と読み替えるものとする。 

(平一五厚労令二八・追加、平一七厚労令一三九・平一八厚労令三三・一部改正) 
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第六節 共生型居宅サービスに関する基準 

(平三〇厚労令四・全改) 

(共生型短期入所生活介護の基準) 

第百四十条の十四 短期入所生活介護に係る共生型居宅サービス(以下この条及び次条において「共生型短期

入所生活介護」という。)の事業を行う指定短期入所事業者(指定障害福祉サービス等基準第百十八条第一項

に規定する指定短期入所事業者をいい、指定障害者支援施設(障害者総合支援法第二十九条第一項に規定す

る指定障害者支援施設をいう。以下この条において同じ。)が指定短期入所(指定障害福祉サービス等基準第

百十四条に規定する指定短期入所をいう。以下この条において同じ。)の事業を行う事業所として当該施設

と一体的に運営を行う事業所又は指定障害者支援施設がその施設の全部又は一部が利用者に利用されていな

い居室を利用して指定短期入所の事業を行う場合において、当該事業を行う事業所(以下この条において

「指定短期入所事業所」という。)において指定短期入所を提供する事業者に限る。)が当該事業に関して満

たすべき基準は、次のとおりとする。 

一 指定短期入所事業所の居室の面積を、指定短期入所の利用者の数と共生型短期入所生活介護の利用者の

数の合計数で除して得た面積が九・九平方メートル以上であること。 

二 指定短期入所事業所の従業者の員数が、当該指定短期入所事業所が提供する指定短期入所の利用者の数

を指定短期入所の利用者及び共生型短期入所生活介護の利用者の数の合計数であるとした場合における

当該指定短期入所事業所として必要とされる数以上であること。 

三 共生型短期入所生活介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定短期入所生活介護事業

所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

(平三〇厚労令四・全改) 

(準用) 

第百四十条の十五 第九条から第十三条まで、第十五条、第十六条、第十九条、第二十一条、第二十六条、第

三十条の二、第三十二条から第三十四条まで、第三十五条から第三十八条まで（第三十六条の二第二項を除

く。）、第五十二条、第百一条、第百三条、第百四条、第百二十条及び第百二十二条並びに第四節（第百四十

条を除く。）の規定は、共生型短期入所生活介護の事業について準用する。この場合において、第三十条の二

第二項中「訪問介護員等」とあるのは「共生型短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下「共生型短期入

所生活介護従業者」という。）」と、第三十二条第一項中「運営規程」とあるのは「運営規程（第百三十七条

に規定する運営規程をいう。第百二十五条第一項において同じ。）」と、同項並びに第三十七条の二第一号及

び第三号中「訪問介護員等」とあるのは「共生型短期入所生活介護従業者」と、第百一条第三項及び第四項並

びに第百四条第二項第一号及び第三号中「通所介護従業者」とあるのは「共生型短期入所生活介護従業者」

と、第百二十五条第一項中「第百三十七条に規定する運営規程」とあるのは「運営規程」と、同項、第百二十

八条第三項、第百二十九条第一項及び第百三十六条中「短期入所生活介護従業者」とあるのは「共生型短期入

所生活介護従業者」と、第百三十九条の二第二項第二号中「次条において準用する第十九条第二項」とあるの

は「第十九条第二項」と、同項第四号中「次条において準用する第二十六条」とあるのは「第二十六条」と、

同項第五号中「次条において準用する第三十六条第二項」とあるのは「第三十六条第二項」と、同項第六号中

「次条において準用する第三十七条第二項」とあるのは「第三十七条第二項」と読み替えるものとする。 

(平三〇厚労令四・全改) 

 

第百四十条の十六から第百四十条の二十五まで 削除 

(平三〇厚労令四) 
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第七節 基準該当居宅サービスに関する基準 

(平一二厚令三七・追加、平一五厚労令二八・旧第五節繰下) 

(指定通所介護事業所等との併設) 

第百四十条の二十六 基準該当居宅サービスに該当する短期入所生活介護又はこれに相当するサービス(以下

「基準該当短期入所生活介護」という。)の事業を行う者(以下「基準該当短期入所生活介護事業者」とい

う。)が当該事業を行う事業所(以下「基準該当短期入所生活介護事業所」という。)は、指定通所介護事業

所、指定地域密着型通所介護事業所(指定地域密着型サービス基準第二十条第一項に規定する指定地域密着

型通所介護事業所をいう。)、指定認知症対応型通所介護事業所(指定地域密着型サービス基準第五十二条第

一項に規定する指定認知症対応型通所介護事業所をいう。)若しくは指定小規模多機能型居宅介護事業所(指

定地域密着型サービス基準第六十三条第一項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。)又は

社会福祉施設(以下「指定通所介護事業所等」という。)に併設しなければならない。 

(平一二厚令三七・追加、平一五厚労令二八・旧第百四十条の二繰下、平二四厚労令三〇・平二七

厚労令四・平二八厚労令一四・一部改正) 

(従業者の員数) 

第百四十条の二十七 基準該当短期入所生活介護事業者が基準該当短期入所生活介護事業所ごとに置くべき従

業者(以下この節において「短期入所生活介護従業者」という。)の員数は、次のとおりとする。ただし、他

の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当該基準該当短期入所生活介護事業所の効果的な運営

を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、第三号の栄養士を置かないこと

ができる。 

一 生活相談員 一以上 

二 介護職員又は看護職員 常勤換算方法で、利用者(当該基準該当短期入所生活介護事業者が基準該当短

期入所生活介護の事業と基準該当介護予防短期入所生活介護(指定介護予防サービス等基準第百七十九条

に規定する基準該当介護予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。)の事業を同一の事業所において一体

的に運営している場合にあっては、当該事業所における基準該当短期入所生活介護又は基準該当介護予

防短期入所生活介護の利用者。以下この条及び第百四十条の二十九において同じ。)の数が三又はその端

数を増すごとに一以上 

三 栄養士 一以上 

四 機能訓練指導員 一以上 

五 調理員その他の従業者 当該基準該当短期入所生活介護事業所の実情に応じた適当数 

２ 前項第二号の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に基準該当短期入所生活介護の事業を

開始する場合は、推定数による。 

３ 第一項第四号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能

力を有する者とし、当該基準該当短期入所生活介護事業所の他の職務に従事することができるものとする。 

４ 基準該当短期入所生活介護事業者は、法その他の法律に規定する指定通所介護事業所等として必要とされ

る数の従業者に加えて、第一項各号に掲げる短期入所生活介護従業者を確保するものとする。 

５ 基準該当短期入所生活介護の事業と基準該当介護予防短期入所生活介護の事業とが、同一の事業者により

同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定介護予防サービス等基準第百八十条第

一項から第四項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 
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(平一二厚令三七・追加、平一五厚労令二八・旧第百四十条の三繰下、平一八厚労令三三・平二四

厚労令三〇・一部改正) 

(管理者) 

第百四十条の二十八 基準該当短期入所生活介護事業者は、基準該当短期入所生活介護事業所ごとに専らその

職務に従事する管理者を置かなければならない。ただし、基準該当短期入所生活介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該基準該当短期入所生活介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

(平一二厚令三七・追加、平一五厚労令二八・旧第百四十条の四繰下) 

(利用定員等) 

第百四十条の二十九 基準該当短期入所生活介護事業所は、その利用定員(当該基準該当短期入所生活介護事

業所において同時に基準該当短期入所生活介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。以下

この節において同じ。)を二十人未満とし、基準該当短期入所生活介護の事業の専用の居室を設けるものと

する。 

２ 基準該当短期入所生活介護の事業と基準該当介護予防短期入所生活介護の事業とが同一の事業者により同

一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定介護予防サービス等基準第百八十二条第

一項に規定する利用定員等に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものと

みなすことができる。 

(平一二厚令三七・追加、平一五厚労令二八・旧第百四十条の五繰下、平一八厚労令三三・一部改

正) 

(設備及び備品等) 

第百四十条の三十 基準該当短期入所生活介護事業所には、次の各号に掲げる設備を設けるとともに、基準該

当短期入所生活介護を提供するために必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。ただし、指

定通所介護事業所等の設備を利用することにより、当該指定通所介護事業所等及び当該基準該当短期入所生

活介護事業所の効率的運営が可能であり、当該指定通所介護事業所等の利用者等及び当該基準該当短期入所

生活介護事業所の利用者の処遇に支障がない場合は、居室を除き、これらの設備を設けないことができる。 

一 居室 

二 食堂 

三 機能訓練室 

四 浴室 

五 便所 

六 洗面所 

七 静養室 

八 面接室 

九 介護職員室 

２ 前項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

一 居室 

イ 一の居室の定員は、四人以下とすること。 

ロ 利用者一人当たりの床面積は、七・四三平方メートル以上とすること。 

ハ 日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災等に十分考慮すること。 

二 食堂及び機能訓練室 
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イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は、三平方メー

トルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障がない広さを確保で

き、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場

所とすることができる。 

三 浴室 

 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

四 便所 

 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

五 洗面所 

 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

３ 基準該当短期入所生活介護事業所の廊下幅は、利用者が車椅子で円滑に移動することが可能なものでなけ

ればならない。 

４ 基準該当短期入所生活介護の事業と基準該当介護予防短期入所生活介護の事業とが、同一の事業者により

同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定介護予防サービス等基準第百八十三条

第一項から第三項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前三項に規定する基準を満たし

ているものとみなすことができる。 

(平一二厚令三七・追加、平一五厚労令二八・旧第百四十条の六繰下、平一八厚労令三三・平二四

厚労令三〇・一部改正) 

(指定通所介護事業所等との連携) 

第百四十条の三十一 基準該当短期入所生活介護事業者は、基準該当短期入所生活介護の提供に際し、常に指

定通所介護事業所等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。 

(平一二厚令三七・追加、平一五厚労令二八・旧第百四十条の七繰下) 

(準用) 

第百四十条の三十二 第九条から第十三条まで、第十六条、第十九条、第二十一条、第二十六条、第三十条の

二、第三十二条から第三十四条まで、第三十五条から第三十六条の二から第三十八条まで（第三十六条第五

項及び第六項並びに第三十六条の二第二項を除く。）、第五十二条、第百一条、第百三条、第百四条、第百

二十条並びに第四節(第百二十七条第一項及び第百四十条を除く。)の規定は、基準該当短期入所生活介護の

事業について準用する。この場合において、第十九条中「内容、当該指定訪問介護について法第四十一条第

六項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「内容」と、第二十

一条中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当短期入所生活介護」と、

第三十二条の二第二項、第三十二条第一項並びに第三十七条の二第一号及び第三号中「訪問介護員等」とあ

るのは「短期入所生活介護従業者」と、第百一条第三項及び第四項並びに第百四条第二項第一号及び第三号

中「通所介護従業者」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と、第百二十七条第二項中「法定代理受領サ

ービスに該当しない指定短期入所生活介護」とあるのは「基準該当短期入所生活介護」と、同条第三項中

「前二項」とあるのは「前項」と、第百三十三条中「医師及び看護職員」とあるのは「看護職員」と、第百

三十八条第二項中「静養室」とあるのは「静養室等」と、第百三十九条の二第二項第二号中「次条において

準用する第十九条第二項」とあるのは「第十九条第二項」と、同項第四号中「次条において準用する第二十

六条」とあるのは「第二十六条」と、同項第五号中「次条において準用する第三十六条第二項」とあるのは
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「第三十六条第二項」と、同項第六号中「次条において準用する第三十七条第二項」とあるのは「第三十七

条第二項」と読み替えるものとする。 

(平一二厚令三七・追加、平一五厚労令二八・旧第百四十条の八繰下・一部改正、平一八厚労令三

三・平二四厚労令三〇・平二七厚労令四・平三〇厚労令四・一部改正) 

～途中省略 

(施行期日) 

第一条 この省令は、平成三十年四月一日から施行する。 
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○指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営なら揖斐に指定介護予防サービス 

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

(平成 18 年 3 月 14 日) 

(厚生省令第 35 号) 

～（途中省略）～ 

 

第九章 介護予防短期入所生活介護 

第一節 基本方針 

第百二十八条 指定介護予防サービスに該当する介護予防短期入所生活介護（以下「指定介護予防短期入所生

活介護」という。）の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の

心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

第二節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

（従業者の員数） 

第百二十九条 指定介護予防短期入所生活介護の事業を行う者（以下「指定介護予防短期入所生活介護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定介護予防短期入所生活介護事業所」という。）ごとに

置くべき指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下この節から第五節までにおいて「介護

予防短期入所生活介護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。ただし、利用定員（当該指定介護

予防短期入所生活介護事業所において同時に指定介護予防短期入所生活介護の提供を受けることができる利

用者（当該指定介護予防短期入所生活介護事業者が指定短期入所生活介護事業者（指定居宅サービス等基準

第百二十一条第一項に規定する指定短期入所生活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、か

つ、指定介護予防短期入所生活介護の事業と指定短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準第百二十条に

規定する指定短期入所生活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されて

いる場合にあっては、当該事業所における指定介護予防短期入所生活介護又は指定短期入所生活介護の利用

者。以下この節及び次節並びに第百三十九条において同じ。）の数の上限をいう。以下この節から第四節ま

でにおいて同じ。）が四十人を超えない指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっては、他の社会福祉施

設等の栄養士との連携を図ることにより当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の効果的な運営を期待す

ることができる場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、第四号の栄養士を置かないことができ

る。 

一 医師 一以上 

二 生活相談員 常勤換算方法で、利用者の数が百又はその端数を増すごとに一以上 

三 介護職員又は看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 常勤換算方法

で、利用者の数が三又はその端数を増すごとに一以上 

四 栄養士 一以上 

五 機能訓練指導員 一以上 

六 調理員その他の従業者 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の実情に応じた適当数 

２ 特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の五に規定する特別養護老

人ホームをいう。以下同じ。）であって、その全部又は一部が入所者に利用されていない居室を利用して指

定介護予防短期入所生活介護の事業を行うものに置くべき前項各号に掲げる介護予防短期入所生活介護従業
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者の員数は、同項の規定にかかわらず、これらの従業者について利用者を当該特別養護老人ホームの入所者

とみなした場合における同法に規定する特別養護老人ホームとして必要とされる数が確保されるために必要

な数以上とする。 

３ 第一項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数による。 

４ 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム（老人福祉法第二十条の四に規定する養護老人ホームをいう。以下

同じ。）、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設

入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設（以下「特別養護老人ホーム

等」という。）に併設される指定介護予防短期入所生活介護事業所であって、当該特別養護老人ホーム等と

一体的に運営が行われるもの（以下この節及び次節において「併設事業所」という。）については、老人福

祉法、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）又は法に規定する特別養護老人ホーム等として必要とされる

数の従業者に加えて、第一項各号に掲げる介護予防短期入所生活介護従業者を確保するものとする。 

５ 第一項第二号の生活相談員のうち一人以上は、常勤でなければならない。また、同項第三号の介護職員又

は看護職員のうち一人以上は、常勤でなければならない。ただし、利用定員が二十人未満である併設事業所

の場合にあっては、生活相談員、介護職員及び看護職員のいずれも常勤で配置しないことができる。 

６ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、第一項第三号の規定により看護職員を配置しなかった場合であ

っても、利用者の状態像に応じて必要がある場合には、病院、診療所又は指定介護予防訪問看護ステーショ

ン（併設事業所にあっては、当該併設事業所を併設する特別養護老人ホーム等を含む。）との密接な連携に

より看護職員を確保することとする。 

７ 第一項第五号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能

力を有する者とし、当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の他の職務に従事することができるものとす

る。 

８ 指定介護予防短期入所生活介護事業者が指定短期入所生活介護事業者（指定居宅サービス等基準第百二十

一条第一項に規定する指定短期入所生活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定

介護予防短期入所生活介護の事業と指定短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準第百二十条に規定する

指定短期入所生活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合

については、指定居宅サービス等基準第百二十一条第一項から第七項までに規定する人員に関する基準を満

たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第百三十条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、指定介護予防短期入所生活介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定介護予防短期入所生活介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

第三節 設備に関する基準 

（利用定員等） 

第百三十一条 指定介護予防短期入所生活介護事業所は、その利用定員を二十人以上とし、指定介護予防短期

入所生活介護の事業の専用の居室を設けるものとする。ただし、第百二十九条第二項の適用を受ける特別養

護老人ホームの場合にあっては、この限りでない。 

２ 併設事業所の場合又は指定介護予防短期入所生活介護事業所（ユニット型指定介護予防短期入所生活介護

事業所（第百五十三条に規定するユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所をいう。以下この項にお

いて同じ。）を除く。）とユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所とが併設され一体的に運営され
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る場合であって、それらの利用定員の総数が二十人以上である場合にあっては、前項本文の規定にかかわら

ず、その利用定員を二十人未満とすることができる。 

３ 指定介護予防短期入所生活介護事業者が指定短期入所生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介

護予防短期入所生活介護の事業と指定短期入所生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合については、指定居宅サービス等基準第百二十三条第一項及び第二項に規定する利用定員等の基

準を満たすことをもって、前二項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（設備及び備品等） 

第百三十二条 指定介護予防短期入所生活介護事業所の建物（利用者の日常生活のために使用しない附属の建

物を除く。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第九号の二に規定する耐

火建築物をいう。以下同じ。）でなければならない。ただし、次の各号のいずれかの要件を満たす二階建て

又は平屋建ての指定介護予防短期入所生活介護事業所の建物にあっては、準耐火建築物（同条第九号の三に

規定する準耐火建築物をいう。以下同じ。）とすることができる。 

一 居室その他の利用者の日常生活に充てられる場所（以下「居室等」という。）を二階及び地階のいず

れにも設けていないこと。 

二 居室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要件の全てを満たすこと。 

イ 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の所在地を管轄する消防長（消防本部を設置しない市町

村にあっては、市町村長。以下同じ。）又は消防署長と相談の上、第百四十二条において準用する第

百二十条の四に規定する計画に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めるこ

と。 

ロ 第百四十二条において準用する第百二十条の四に規定する訓練については、同条に規定する計画に

従い、昼間及び夜間において行うこと。 

ハ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備する

こと。 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事（指定都市及び中核市にあっては、指定都市又は中核市の市長。

以下同じ。）が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれか

の要件を満たす木造かつ平屋建ての指定介護予防短期入所生活介護事業所の建物であって、火災に係る利用

者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。 

一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそ

れがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能

なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能

な構造であり、かつ避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑

な避難が可能なものであること。 

３ 指定介護予防短期入所生活介護事業所には、次の各号に掲げる設備を設けるとともに、指定介護予防短期

入所生活介護を提供するために必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。ただし、他の社会

福祉施設等の設備を利用することにより、当該社会福祉施設等及び当該指定介護予防短期入所生活介護事業

所の効率的運営が可能であり、当該社会福祉施設等の入所者等及び当該指定介護予防短期入所生活介護事業

所の利用者の処遇に支障がない場合は、居室、便所、洗面設備、静養室、介護職員室及び看護職員室を除

き、これらの設備を設けないことができる。 
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一 居室 

二 食堂 

三 機能訓練室 

四 浴室 

五 便所 

六 洗面設備 

七 医務室 

八 静養室 

九 面談室 

十 介護職員室 

十一 看護職員室 

十二 調理室 

十三 洗濯室又は洗濯場 

十四 汚物処理室 

十五 介護材料室 

４ 併設事業所の場合にあっては、前項の規定にかかわらず、当該併設事業所及び当該併設事業所を併設する

特別養護老人ホーム等（以下この章において「併設本体施設」という。）の効率的運営が可能であり、か

つ、当該併設事業所の利用者及び当該併設本体施設の入所者又は入院患者の処遇に支障がないときは、当該

併設本体施設の前項各号に掲げる設備（居室を除く。）を指定介護予防短期入所生活介護の事業の用に供す

ることができるものとする。 

５ 第百二十九条第二項の規定の適用を受ける特別養護老人ホームの場合にあっては、第三項及び第七項第一

号の規定にかかわらず、老人福祉法に規定する特別養護老人ホームとして必要とされる設備を有することで

足りるものとする。 

６ 第三項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

一 居室 

イ 一の居室の定員は、四人以下とすること。 

ロ 利用者一人当たりの床面積は、十・六五平方メートル以上とすること。 

ハ 日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災等について十分考慮すること。 

二 食堂及び機能訓練室 

イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は、三平方メート

ルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障がない広さを確保で

き、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所

とすることができる。 

三 浴室 

要支援者が入浴するのに適したものとすること。 

四 便所 

要支援者が使用するのに適したものとすること。 

五 洗面設備 

要支援者が使用するのに適したものとすること。 
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７ 前各項に規定するもののほか、指定介護予防短期入所生活介護事業所の構造設備の基準は、次のとおりと

する。 

一 廊下の幅は、一・八メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、二・七メートル以上とするこ

と。 

二 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 

三 階段の傾斜を緩やかにすること。 

四 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

五 居室等が二階以上の階にある場合は、一以上の傾斜路を設けること。ただし、エレベーターを設けると

きは、この限りでない。 

８ 指定介護予防短期入所生活介護事業者が指定短期入所生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介

護予防短期入所生活介護の事業と指定短期入所生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合については、指定居宅サービス等基準第百二十四条第一項から第七項までに規定する設備に関す

る基準を満たしていることをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第四節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第百三十三条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、指定介護予防短期入所生活介護の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第百三十八条に規定する重要事項に関する規程の概要、

介護予防短期入所生活介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービスの内容及び利用期間等について利用申込者の同意を

得なければならない。 

２ 第四十九条の二第二項から第六項までの規定は、前項の規定による文書の交付について準用する。 

（指定介護予防短期入所生活介護の開始及び終了） 

第百三十四条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況により、若しくはその家族の

疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るため

に、一時的に居宅において日常生活を営むのに支障がある者を対象に、指定介護予防短期入所生活介護を提

供するものとする。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、介護予防支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者との密接な連携により、指定介護予防短期入所生活介護の提供の開始前から終了後に至るまで

利用者が継続的に保健医療サービス又は福祉サービスを利用できるよう必要な援助に努めなければならな

い。 

（利用料等の受領） 

第百三十五条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定介護予防短期

入所生活介護を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定介護予防短期入所生活介護

に係る介護予防サービス費用基準額から当該指定介護予防短期入所生活介護事業者に支払われる介護予防サ

ービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防短期入所生活

介護を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定介護予防短期入所生活介護に係る介護

予防サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の

支払を利用者から受けることができる。 
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一 食事の提供に要する費用（法第六十一条の三第一項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用

者に支給された場合は、同条第二項第一号に規定する食費の基準費用額（同条第四項の規定により当該特定

入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該指定介護予防短期入所生活介護事業者に支払われた場合

は、同条第二項第一号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。） 

二 滞在に要する費用（法第六十一条の三第一項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支

給された場合は、同条第二項第二号に規定する滞在費の基準費用額（同条第四項の規定により当該特定入所

者介護予防サービス費が利用者に代わり当該指定介護予防短期入所生活介護事業者に支払われた場合は、同

条第二項第二号に規定する滞在費の負担限度額）を限度とする。） 

三 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

四 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

五 送迎に要する費用（厚生労働大臣が別に定める場合を除く。） 

六 理美容代 

七 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活

においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの 

４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるものとす

る。 

５ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、第三項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらか

じめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、利用

者の同意を得なければならない。ただし、同項第一号から第四号までに掲げる費用に係る同意については、

文書によるものとする。 

（身体的拘束等の禁止） 

第百三十六条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たって

は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

（緊急時等の対応） 

第百三十七条 介護予防短期入所生活介護従業者は、現に指定介護予防短期入所生活介護の提供を行っている

ときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ指定介護

予防短期入所生活介護事業者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならな

い。 

（運営規程） 

第百三十八条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する

規程を定めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 利用定員（第百二十九条第二項の適用を受ける特別養護老人ホームである場合を除く。） 

四 指定介護予防短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 
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五 通常の送迎の実施地域 

六 サービス利用に当たっての留意事項 

七 緊急時等における対応方法 

八 非常災害対策 

九 虐待防止のための措置に関する事項 

十 その他運営に関する重要事項 

（定員の遵守） 

第百三十九条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対して同時に指

定介護予防短期入所生活介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場

合は、この限りでない。 

一 第百二十九条第二項の適用を受ける特別養護老人ホームである指定介護予防短期入所生活介護事業所に

あっては、当該特別養護老人ホームの入所定員及び居室の定員を超えることとなる利用者数 

二 前号に該当しない指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっては、利用定員及び居室の定員を超える

こととなる利用者数 

２ 利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定介護予防支援等基準第二条に規定する担当職員が、緊

急に指定介護予防短期入所生活介護を受けることが必要と認めた者に対し、介護予防サービス計画において

位 置付けられていない指定介護予防短期入所生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利用

者の処遇に支障がない場合にあっては、前項の規定にかかわらず、前項各号に掲げる利用者数を超えて、静

養室において指定介護予防短期入所生活介護を行うことができるものとする。 

（衛生管理等） 

第百三十九条の二 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に

供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、当該指定介護予防短期入所生活介護事業所において感染症が発生し、

又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね六月に一回以上開催するとともに、その結

果について、介護予防短期入所生活介護従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備するこ

と。 

三 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所において、介護予防短期入所生活介護従業者に対し、感染症の予防

及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

（地域等との連携） 

第百四十条 指定介護予防短期入所生活介護の事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等と

の連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

（記録の整備） 

第百四十一条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備

しておかなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定介護予防短期入所生活介護の提供に関する

次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならない。 

一 介護予防短期入所生活介護計画 
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二 次条において準用する第四十九条の十三第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

三 第百三十六条第二項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第五十条の三に規定する市町村への通知に係る記録 

五 次条において準用する第五十三条の八第二項に規定する苦情の内容等の記録 

六 次条において準用する第五十三条の十第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（準用） 

第百四十二条 第四十九条の三から第四十九条の七まで、第四十九条の九、第四十九条の十、第四十九条の十

三、第五十条の二、第五十条の三、第五十二条、第五十三条の二の二、第五十三条の四から第五十三条の十

一まで（第五十三条の九第二項を除く。）、第百二十条の二及び第百二十条の四の規定は、指定介護予防短

期入所生活介護の事業について準用する。この場合において、第五十三条の二の二第二項、第五十三条の四

第一項並びに第五十三条の十の二第一号及び第三号中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予

防短期入所生活介護従業者」と、第五十三条の四第一項中「第五十三条」とあるのは「第百三十八条」と、

第百二十条の二第三項及び第四項中「介護予防通所リハビリテーション従業者」とあるのは「介護予防短期

入所生活介護従業者」と読み替えるものとする。 

 

第五節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（指定介護予防短期入所生活介護の基本取扱方針） 

第百四十三条 指定介護予防短期入所生活介護は、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画

的に行われなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、自らその提供する指定介護予防短期入所生活介護の質の評価を

行うとともに、主治の医師又は歯科医師とも連携を図りつつ、常にその改善を図らなければならない。 

３ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たり、利用者ができ

る限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とするもので

あることを常に意識してサービスの提供に当たらなければならない。 

４ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者がその有する能力を最大限活用することができるような

方法によるサービスの提供に努めなければならない。 

５ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たり、利用者とのコ

ミュニケーションを十分に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加するよう適切

な働きかけに努めなければならない。 

（指定介護予防短期入所生活介護の具体的取扱方針） 

第百四十四条 指定介護予防短期入所生活介護の方針は、第百二十八条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

一 指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービ

ス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常

生活全般の状況の的確な把握を行うものとする。 

二 指定介護予防短期入所生活介護事業所の管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定

される利用者については、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定介護予防
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短期入所生活介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間

等を記載した介護予防短期入所生活介護計画を作成するものとする。 

三 介護予防短期入所生活介護計画は、既に介護予防サービス計画が作成されている場合は、当該計画の内

容に沿って作成しなければならない。 

四 指定介護予防短期入所生活介護事業所の管理者は、介護予防短期入所生活介護計画の作成に当たって

は、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

五 指定介護予防短期入所生活介護事業所の管理者は、介護予防短期入所生活介護計画を作成した際には、

当該介護予防短期入所生活介護計画を利用者に交付しなければならない。 

六 指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、介護予防短期入所生活介護計画が作成されている

場合には、当該計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行うものとする。 

七 指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家

族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

（介護） 

第百四十五条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適

切な技術をもって行わなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、一週間に二回以上、適切な方法により、利用者を入浴させ、又

は清しきしなければならない。 

３ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立

について必要な支援を行わなければならない。 

４ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替え

なければならない。 

５ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、前各項に定めるほか、利用者に対し、離床、着替え、整容その

他日常生活上の支援を適切に行わなければならない。 

６ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、常時一人以上の介護職員を介護に従事させなければならない。 

７ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、当該指定介護予防

短期入所生活介護事業所の従業者以外の者による介護を受けさせてはならない。 

（食事） 

第百四十六条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜 
し

好を考慮した

食事を、適切な時間に提供しなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者が可能な限り離床して、食堂で食事を摂ることを支援し

なければならない。 

（機能訓練） 

第百四十七条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況等を踏まえ、必要に応じて日常

生活を送る上で必要な生活機能の改善又は維持のための機能訓練を行わなければならない。 

（健康管理） 

第百四十八条 指定介護予防短期入所生活介護事業所の医師及び看護職員は、常に利用者の健康の状況に注意

するとともに、健康保持のための適切な措置をとらなければならない。 

（相談及び援助） 
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第百四十九条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等

の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の

支援を行わなければならない。 

（その他のサービスの提供） 

第百五十条 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、教養娯楽設備等を備えるほか、適宜利用者のためのレ

クリエーション行事を行わなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めなければならない。 

第六節 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業の基本方針、設備及び運営並びに介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準 

第一款 この節の趣旨及び基本方針 

（この節の趣旨） 

第百五十一条 第一節、第三節から前節までの規定にかかわらず、ユニット型指定介護予防短期入所生活介護

の事業（指定介護予防短期入所生活介護の事業であって、その全部において少数の居室及び当該居室に近接

して設けられる共同生活室（当該居室の利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所をいう。以下こ

の章において同じ。）により一体的に構成される場所（以下この章において「ユニット」という。）ごとに

利用者の日常生活が営まれ、これに対する支援が行われるものをいう。以下同じ。）の基本方針、設備及び

運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準については、この節に定めるところによる。 

（基本方針） 

第百五十二条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業は、利用者一人一人の意思及び人格を尊重

し、利用前の居宅における生活と利用中の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおい

て利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援することにより、利用者の心身機

能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

第二款 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第百五十三条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業を行う者（以下「ユニット型指定介護予防短

期入所生活介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「ユニット型指定介護予防短期入所生活

介護事業所」という。）の建物（利用者の日常生活のために使用しない附属の建物を除く。）は、耐火建築

物でなければならない。ただし、次の各号のいずれかの要件を満たす二階建て又は平屋建てのユニット型指

定介護予防短期入所生活介護事業所の建物にあっては、準耐火建築物とすることができる。 

一 居室等を二階及び地階のいずれにも設けていないこと。 

二 居室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要件の全てを満たすこと。 

イ 当該ユニット型指定介護予防短期入所者生活介護事業所の所在地を管轄する消防長又は消防署長と相

談の上、第百五十九条において準用する第百四十二条において準用する第百二十条の四に規定する計画に

利用者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。 

ロ 第百五十九条において準用する第百四十二条において準用する第百二十条の四に規定する訓練につい

ては、同条に規定する計画に従い、昼間及び夜間において行うこと。 

ハ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備するこ

と。 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有する者の意見を

聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建てのユニット型指定介護予防短期入所生活介護
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事業所の建物であって、火災に係る利用者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は準耐

火建築物とすることを要しない。 

一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそ

れがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能

なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能

な構造であり、かつ避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な

避難が可能なものであること。 

３ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所には、次の各号に掲げる設備を設けるとともに、指定介

護予防短期入所生活介護を提供するために必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。ただ

し、他の社会福祉施設等の設備を利用することにより、当該社会福祉施設等及び当該ユニット型指定介護予

防短期入所生活介護事業所の効率的運営が可能であり、当該社会福祉施設等の入所者等及び当該ユニット型

指定介護予防短期入所生活介護事業所の利用者へのサービスの提供に支障がない場合は、ユニットを除き、

これらの設備を設けないことができる。 

一 ユニット 

二 浴室 

三 医務室 

四 調理室 

五 洗濯室又は洗濯場 

六 汚物処理室 

七 介護材料室 

４ 特別養護老人ホーム等に併設されるユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所であって、当該特別

養護老人ホーム等と一体的に運営が行われるもの（以下「併設ユニット型事業所」という。）にあっては、

前項の規定にかかわらず、当該併設ユニット型事業所及び当該併設ユニット型事業所を併設する特別養護老

人ホーム等（以下この節において「ユニット型事業所併設本体施設」という。）の効率的運営が可能であ

り、かつ、当該併設ユニット型事業所の利用者及び当該ユニット型事業所併設本体施設の入所者又は入院患

者に対するサービスの提供上支障がないときは、当該ユニット型事業所併設本体施設の前項各号に掲げる設

備（ユニットを除く。）をユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業の用に供することができるもの

とする。 

５ 第百二十九条第二項の規定の適用を受けるユニット型特別養護老人ホーム（特別養護老人ホームの設備及

び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第四十六号）第三十二条に規定するユニット型特別養護老人ホー

ムをいう。以下同じ。）の場合にあっては、第三項及び第七項第一号の規定にかかわらず、ユニット型特別

養護老人ホームとして必要とされる設備を有することで足りるものとする。 

６ 第三項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

一 ユニット 

イ 居室 

（１） 一の居室の定員は、一人とすること。ただし、利用者への指定介護予防短期入所生活介護の提供

上必要と認められる場合は、二人とすることができる。 
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（２） 居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に

設けること。ただし、一のユニットの利用定員（当該ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所に

おいて同時にユニット型指定介護予防短期入所生活介護の提供を受けることができる利用者（当該ユニッ

ト型指定介護予防短期入所生活介護事業者がユニット型指定短期入所生活介護事業者（指定居宅サービス

等基準第百四十条の四第一項に規定するユニット型指定短期入所生活介護事業者をいう。以下同じ。）の

指定を併せて受け、かつ、ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業とユニット型指定短期入所生

活介護の事業（指定居宅サービス等基準第百四十条の二に規定するユニット型指定短期入所生活介護の事

業をいう。以下同じ。）とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、ユニット型

指定介護予防短期入所生活介護又はユニット型指定短期入所生活介護の利用者。以下この節及び第百五十

八条において同じ。）の数の上限をいう。以下この節において同じ。）は、原則としておおむね十人以下

とし、十五人を超えないものとする。 

（３） 利用者一人当たりの床面積は、十・六五平方メートル以上とすること。また、ユニットに属さな

い居室を改修したものについては、利用者同士の視線の遮断の確保を前提にした上で、居室を隔てる壁に

ついて、天井との間に一定の隙間が生じても差し支えない。 

（４） 日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災等について十分考慮すること。 

ロ 共同生活室 

（１） 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者が交流し、共同で

日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。 

（２） 一の共同生活室の床面積は、二平方メートルに当該共同生活室が属するユニットの利用定員を乗

じて得た面積以上を標準とすること。 

（３） 必要な設備及び備品を備えること。 

ハ 洗面設備 

（１） 居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

（２） 要支援者が使用するのに適したものとすること。 

ニ 便所 

（１） 居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

（２） 要支援者が使用するのに適したものとすること。 

二 浴室 

要支援者が入浴するのに適したものとすること。 

７ 前各項に規定するもののほか、ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の構造設備の基準は、次

のとおりとする。 

一 廊下の幅は、一・八メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、二・七メートル以上とするこ

と。なお、廊下の一部の幅を拡張することにより、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認

められる場合には、一・五メートル以上（中廊下にあっては、一・八メートル以上）として差し支えな

い。 

二 廊下、共同生活室、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 

三 階段の傾斜を緩やかにすること。 

四 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

五 ユニット又は浴室が二階以上の階にある場合は、一以上の傾斜路を設けること。ただし、エレベーター

を設けるときは、この限りでない。 
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８ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者がユニット型指定短期入所生活介護事業者（指定居宅サ

ービス等基準第百四十条の四第一項に規定するユニット型指定短期入所生活介護事業者をいう。）の指定を

併せて受け、かつ、ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業とユニット型指定短期入所生活介護の

事業（指定居宅サービス等基準第百四十条の二に規定するユニット型指定短期入所生活介護の事業をい

う。）と同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準第百四十

条の四第一項から第七項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を

満たしているものとみなすことができる。 

（準用） 

第百五十四条 第百三十一条の規定は、ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所について準用する。 

第三款 運営に関する基準 

（利用料等の受領） 

第百五十五条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定介

護予防短期入所生活介護を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定介護予防短期入

所生活介護に係る介護予防サービス費用基準額から当該ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者に

支払われる介護予防サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防短

期入所生活介護を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定介護予防短期入所生活介護

に係る介護予防サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、次に掲げる費用の

額の支払を受けることができる。 

一 食事の提供に要する費用（法第六十一条の三第一項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用

者に支給された場合は、同条第二項第一号に規定する食費の基準費用額（同条第四項の規定により当該特

定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者に支

払われた場合は、同条第二項第一号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。） 

二 滞在に要する費用（法第六十一条の三第一項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支

給された場合は、同条第二項第二号に規定する滞在費の基準費用額（同条第四項の規定により当該特定入所

者介護予防サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者に支払われた

場合は、同条第二項第二号に規定する滞在費の負担限度額）を限度とする。） 

三 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

四 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる

費用 

五 送迎に要する費用（厚生労働大臣が別に定める場合を除く。） 

六 理美容代 

七 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活

においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるも

の 

４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるものとす

る。 
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５ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、第三項の費用の額に係るサービスの提供に当たって

は、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。ただし、同項第一号から第四号までに掲げる費用に係る同意に

ついては、文書によるものとする。 

（運営規程） 

第百五十六条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事

項に関する規程を定めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 利用定員（第百二十九条第二項の規定の適用を受けるユニット型特別養護老人ホームである場合を除

く。） 

四 ユニットの数及びユニットごとの利用定員（第百二十九条第二項の規定の適用を受けるユニット型特別

養護老人ホームである場合を除く。） 

五 指定介護予防短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 

六 通常の送迎の実施地域 

七 サービス利用に当たっての留意事項 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 虐待の防止のための措置に関する事項 

十一 その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第百五十七条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者に対し適切なユニット型指定介護

予防短期入所生活介護を提供できるよう、ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所ごとに従業者の

勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、次の各号に定める職員配置を行わなければならない。 

一 昼間については、ユニットごとに常時一人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。 

二 夜間及び深夜については、二ユニットごとに一人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に

従事する職員として配置すること。 

三 ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

３ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所ご

とに、当該ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の従業者によってユニット型指定介護予防短期

入所生活介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、

この限りでない。 

４ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、介護予防短期入所生活介護従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなければならない。その際、当該ユニット型指定介護予防短期入所生活介護

事業者は、全ての介護予防短期入所生活介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法

第八条第二項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知

症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、適切なユニット型指定介護予防短期入所生活介護の

提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業
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務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護予防短期入所生活介護従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

（定員の遵守） 

第百五十八条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対し

て同時に指定介護予防短期入所生活介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事

情がある場合は、この限りでない。 

一 第百二十九条第二項の規定の適用を受けるユニット型特別養護老人ホームであるユニット型指定介護予防

短期入所生活介護事業所にあっては、当該ユニット型特別養護老人ホームのユニットごとの入居定員及び居

室の定員を超えることとなる利用者数 

二 前号に該当しないユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっては、ユニットごとの利用定員

及び居室の定員を超えることとなる利用者数 

（準用） 

第百五十九条 第百三十三条、第百三十四条、第百三十六条、第百三十七条、第百三十九条の二、第百四十条

から第百四十二条（第百二十条の二の準用に係る部分は除く。）までの規定は、ユニット型指定介護予防短

期入所生活介護の事業について準用する。この場合において、第百三十三条第一項中「第百三十八条」とあ

るのは「第百五十六条」と、第百四十一条第二項第二号及び第四号から第六号までの規定中「次条」とある

のは「第百五十九条において準用する次条」と読み替えるものとする。 

第四款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっての留意事項） 

第百六十条 指定介護予防短期入所生活介護は、利用者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び生

活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことができるようにするため、利用者の日常生活上の活動について

必要な援助を行うことにより、利用者の日常生活を支援するものとして行われなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護は、各ユニットにおいて利用者がそれぞれの役割を持って生活を営むこと

ができるよう配慮して行われなければならない。 

３ 指定介護予防短期入所生活介護は、利用者のプライバシーの確保に配慮して行われなければならない。 

（介護） 

第百六十一条 介護は、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むこと

を支援するよう、利用者の心身の状況等に応じ、適切な技術をもって行わなければならない。 

２ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の日常生活における家事を、利用者が、その

心身の状況等に応じて、それぞれの役割を持って行うよう適切に支援しなければならない。 

３ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活

を営むことができるよう、適切な方法により、利用者に入浴の機会を提供しなければならない。ただし、や

む を得ない場合には、清しきを行うことをもって入浴の機会の提供に代えることができる。 

４ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、

排せつの自立について必要な支援を行わなければならない。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者については、排

せつの自立を図りつつ、そのおむつを適切に取り替えなければならない。 

６ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、前各項に定めるほか、利用者が行う離床、着替え、

整容等の日常生活上の行為を適切に支援しなければならない。 
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７ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、常時一人以上の介護職員を介護に従事させなければ

ならない。 

８ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、当該ユ

ニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の従業者以外の者による介護を受けさせてはならない。 

（食事） 

第百六十二条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、栄養並びに利用者の心身の状況及び 

嗜好を考慮した食事を提供しなければならない。 

２ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、

食事の自立について必要な支援を行わなければならない。 

３ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提

供するとともに、利用者がその心身の状況に応じてできる限り自立して食事を摂ることができるよう必要な

時間を確保しなければならない。 

４ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者が相互に社会的関係を築くことができるよ

う、その意思を尊重しつつ、利用者が共同生活室で食事を摂ることを支援しなければならない。 

（その他のサービスの提供） 

第百六十三条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者の嗜好に応じた趣味、教養又は娯

楽に係る活動の機会を提供するとともに、利用者が自律的に行うこれらの活動を支援しなければならない。 

２ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めなければ

ならない。 

（準用） 

第百六十四条 第百四十三条、第百四十四条、第百四十七条から第百四十九条までの規定はユニット型指定介

護予防短期入所生活介護の事業について準用する。この場合において、第百四十四条中「第百二十八条」と

あるのは「第百五十二条」と、「前条」とあるのは「第百六十四条において準用する前条」と読み替えるも

のとする。 
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○通所介護等における日常生活費に要する費用の取扱いについて 

（平成12年3月30日老企第54号）一部抜粋 

通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居

者生活介護並びに介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービス並

びに地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護並びに介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介

護、介護予防短期入所療養介護及び介護予防特定施設入居者生活介護並びに介護予防認知症対

応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護（以

下「通所介護等」という。）の提供において利用者、入所者、入居者又は入所者から受け取る

ことが認められる日常生活に要する費用の取扱いについては、指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以下「居宅サービス基準」とい

う。）、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第39

号。以下「福祉施設基準」という。）、介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に

関する基準（平成11年厚生省令第40号。以下「保健施設基準」という。）、指定介護療養型医

療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第41号。以下「療養施設基準」

という。）、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚

生労働省令第34号。以下「地域密着基準」という。）、指定介護予防サービス等の事業の人

員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「介護予防基準」という。）及び指定地域

密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36号。以

下「地域密着介護予防基準」という。）並びに「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービ

ス等に関する基準について」（平成11年９月17日老企第25号厚生省老人保健福祉局企画課長通

知）、「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成12年３月

17日老企第43号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）、「介護老人保健施設の人員、施設及び

設備並びに運営に関する基準について」（平成12年３月17日老企第44号厚生省老人保健福祉局

企画課長通知）、「指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について」

（平成12年３月17日老企第45号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）及び「指定地域密着型サ

ービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」（平成18年３月31日老計

発第0331003号・老振発第0331004号・老老発第0331017号）をもってお示ししているところであ

るが、通所介護等の提供において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となる

ものに係る費用であって、その利用者等に負担させることが適当と認められるもの（以下「そ

の他の日常生活費」という。）の取扱いについては別途通知することとされていたところ、今

般、その基本的な取扱いについて左記のとおり定めるとともに、その他の日常生活費の対象と

なる便宜の範囲について、別紙によりサービス種類ごとに参考例をお示しするので、御了知の

上、管下市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のな

いようにされたい。  
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記 

１． 「その他の日常生活費」の趣旨  

「その他の日常生活費」は、利用者、入所者、入居者又は入院患者（以下「利用者等」とい

う。）又はその家族等の自由な選択に基づき、事業者又は施設が通所介護等の提供の一環とし

て提供する日常生活上の便宜に係る経費がこれに該当する。 

なお、事業者又は施設により行われる便宜の供与であっても、サービスの提供と関係のないも

の（利用者等の嗜好品の購入等）については、その費用は「その他の日常生活費」とは区別さ

れるべきものである。 

 

「その他の日常生活費」の受領に係る基準 

「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他の日常生

活費」の徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守されなければならないものとす

る。 

①「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間

に重複関係がないこと。 

②保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の受

領は認められないこと。したがって、お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金といっ

たあいまいな名目の費用の徴収は認められず、費用の内訳が明らかにされる必要があること。 

③「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選択に基づ

いて行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活費」の受領につい

て利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければならないこと。 

④「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で

行われるべきものであること。 

⑤「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運営規程に

おいて定められなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項とし

て、施設の見やすい場所に掲示されなければならないこと。ただし、「その他の日常生活費」

の額については、その都度変動する性質のものである場合には、「実費」という形の定め方が

許されるものであること。 

 

（別紙）  

各サービス種類ごとの「その他の日常生活費」の具体的な範囲について（抜粋）  

（２）短期入所生活介護及び短期入所療養介護並びに介護予防短期入所生活介護及び介護予防

短期入所療養介護（居宅サービス基準第127条第3項第七号、第145条第3項第七号及び第155条の

5第3項第七号関係並びに予防基準第135条第3項第七号、第155条第3項第七号、第190条第3項第

七号及び第206条第3項七号、第190条第3項第七号及び第206条第3項第七号関係）  

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に

係る費用  

② 利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係

る費用  
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（７）留意事項  

① (1)から(2)の①に掲げる「身の回り品として日常生活に必要なもの」とは、一般的に要介護

者等の日常生活に最低限必要と考えられる物品（例えば、歯ブラシや化粧品等の個人用の日用

品等）であって、利用者等の希望を確認した上で提供されるものをいう。  

したがって、こうした物品を事業者又は施設がすべての利用者等に対して一律に提供し、すべ

ての利用者等からその費用を画一的に徴収することは認められないものである。  

② (1)、(2)及び(5)の②に掲げる「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例えば、事

業者又は施設がサービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事における材料費等が想

定されるものであり、すべての利用者又は入所者に一律に提供される教養娯楽に係る費用（共

用の談話室等にあるテレビやカラオケ設備の使用料等）については、「その他の日常生活費」と

して徴収することは認められないものである。 


